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はじめに 
 

（学術研究の推進方策と研究費政策に関するこれまでの議論） 

 

○ 科学技術・学術審議会学術分科会では、現在の学術研究の在り方が、

２０年後、３０年後、さらにはその先の我が国の在り方に決定的な影響を

持つことは自明であり、現下の危機的状況を打破し、学術研究による知の

創出力と人材育成力を回復・強化することが喫緊の課題との認識のもと、

学術研究全体の推進方策について、学術研究の意義など根本にさかのぼっ

て審議を行い平成２６年５月に「学術研究の推進方策に関する総合的な審

議について」（中間報告）（以下、「中間報告」という。）を取りまとめた。

その中で、学術の役割と現代的要請（挑戦性、総合性、融合性、国際性）

を確認するとともに、学術研究がその役割を十分に発揮するためには、学

術政策、大学政策、科学技術政策が連携し、基盤的経費、科学研究費助成

事業（以下、「科研費」という。）、科研費以外の競争的資金のそれぞれの改

革と相互の関連性の確保による「デュアルサポートシステム」の再構築が

必要と提言した。 

 

○ 学術分科会「中間報告」では、学術研究が社会から期待される役割につ

いて、相互に関連・作用する次のような項目に整理された。 

（ⅰ）人類社会の発展の原動力である知的探究活動それ自体による知的・

文化的価値の創出・蓄積・継承（次代の研究者養成を含む）・発展（人

類の本質的な知的欲求を満たす新たな知の提供） 

（ⅱ）現代社会における実際的な経済的・社会的・公共的価値の創出（新

しい知識の発見や深化などを通じ、社会の抱える問題を正しく把握し

その解決に向けた長期的・構造的な指針を提示。具体的には、産業へ

の応用・技術革新、生活の安全性・利便性向上、病気の治癒・健康増

進、突発的な危機への対応など社会的課題の解決、新概念（認識枠組

み）の創造等） 

→現在の社会構成員の幅広い福祉の増進に寄与 

（ⅲ）豊かな教養と高度な専門的知識を備えた人材の養成・輩出の基盤 

（教育研究を通じて、我が国の知的・文化的背景を踏まえ世界に通用す
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る豊かな教養とそれを基盤とする高度な専門的知識を有し、自ら課題

を発見したり未知のものへ挑戦したりする「学術マインド」を備え、

広く社会で活躍する人材を養成・輩出。また、自然・人間・社会のあ

らゆる側面に対する理性的・体系的な認識により、人々に様々な事物

に対する公正かつ正当な判断力をもたらし、社会全体の教養の形成・

向上や初等中等教育の充実にも寄与） 

→将来世代が自らの福祉を追求する能力を引き出すことに寄与 

（ⅳ）上記（ⅰ）～（ⅲ）を通じた知の形成や価値の創出等による国際社

会貢献 

→「高度知的国家」の責務であるとともに、経済・外交・文化交流等

全ての素地
そ じ

として、国際社会におけるプレゼンスの向上に寄与 

 

○ すなわち、学術研究とは、先
せん

達
だつ

の研究者がこれまでに創出し蓄積した「知」

の上に、個人の内発的な動機に基づき新しい問題設定を行い、真理の探究

や課題解決など水準の高い研究活動を通じて更に新しい「知」の創造を行

う極めて高度な知的活動のことであり、その重厚な蓄積は常に人類社会の

発展の礎となってきた。環境問題や人口問題など、世界が共有し、各国の

知を総結集して当たるべき課題が増えている今世紀に、更にその役割は重

みを増している。イノベーションを不断に生み出して我が国の将来的な発

展や国際社会への貢献を確実にし、世界の中で存在感を発揮するには、研

究者の自由な発想に基づく学術研究の推進が不可欠であり、その意味では、

学術研究こそが「国力の源」と言えよう。 

 

○ また、一つ一つの学術研究の成果と表裏一体となってそれに携わる研究

者の成長があることに鑑みれば、学術研究が同時に大学院教育等を通じて

「人」を育てていることの重要性を看過してはならない。どのような科学

技術・イノベーションの過程にも、大学院教育を通じて育ち、学術研究の

経験を経た「人材」がいなければ、その計画は実現見通しの低いものにな

る可能性が高くなる。また、学術研究は、研究活動以外の分野にも、高度

知識基盤社会を牽引
けんいん

する「人材」を輩出し、国際的に見た我が国全体の教

養を維持するものである。 

特に「人」を育てるという点について付言すれば、純粋に学理を探求し
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たい、真理を追究したいという思いや志、いわば「学者魂」を持った研究

者をメンターとして研究に励む学生や若手研究者の心には、同じ思いが必

ず伝播
で ん ぱ

するであろう。目に見える成果のみを追い求めるのではなく、この

ような研究者としての基本的な「文化」によって育まれた若手が、学術研

究の世界だけではなく産業界などで活躍することこそが、学術研究の極め

て大きな成果であり「国力の源」を作る。 

 

○ このような「人を育てる」ことを含む学術研究の役割を十全に果たす観

点からは、研究費政策のみならず、国立大学改革などの推進により、各大

学が明確なビジョンや戦略を立て自らの役割を明確にした上で、ガバナン

スの確立、教育研究組織の再編成、人事・給与システムの弾力化などに取

り組み、研究拠点の形成や大学院教育の充実に取り組むことが重要であり、

国は各大学の取組を支える基盤的経費の確保・充実に努める必要がある。

また、「科学技術イノベーション総合戦略 2014」（平成２６年６月２４日閣

議決定）においても、「多様な『挑戦』と『相互作用』の担い手は、『人』

である」とした上で、「総合科学技術・イノベーション会議は、国立大学改

革や研究開発法人改革の動向も踏まえつつ、関係府省の協力を得て、研究

資金の配分の在り方について検討し、次期科学技術基本計画において取り

組むべき施策の基本方針を示す」と記述されている。今後検討が進められ

る政府全体の研究資金制度の改革においては、科研費をはじめとする競争

的資金について、学術研究の多様性と研究を通じた「人」の育成の双方の

観点に留意することが強く求められる。 

 

（学術研究の基礎を支える科研費） 

 

○ 科学技術・学術やイノベーションに関する我が国の競争的研究資金制度

の中でも、科研費は、全体の約５割強を占め、研究者の間で最も評価され

ている公的研究費1である。【別添１】（４１ページ）のとおりその研究成果

                                                   
1 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2013）」（科学技術・学術政

策研究所）において、科研費が使いやすいという認識は年々増加していることが示されて

いる。なお、この「科研費の使いやすさ」は、NISTEP 定点調査の中で最も指数が上昇し

ている質問であった。 
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の水準は広い分野にわたって高く、我が国の学術研究の重要な基盤を形成

していることは論を俟
ま

たない。現代にあっては、自然科学、理工系の科学

技術、農学や医療など人類の生存に関わる分野はもとより、人文学、社会

科学など全ての分野において、前線の研究者の交流を通して新しい問題が

開拓・提起され、これまで個別分野内のみでは解決が困難であった課題に

新しい視点を与え、全く新しい発想から大きな発展を産み出している。例

えば、様々な分野での数学的構造の発見が、経済学にも大きな新分野を形

成させ、法制度の改革にも貢献2するなど、分野を超えたところで課題解決

に必要な具体のアイディアを生み、発明の原動力になっている。このよう

に学術研究の特性は、個人の自由で独創的な発想に由来するが故の多様性

にあり、その上での交流から生まれる大きなパラダイム形成がイノベーシ

ョンを駆動する。学術研究が有する人材育成の機能も含めたそれら全てが

「国力の源」となり、長期的な目線で捉えて、科研費への公財政投資の波

及効果は極めて大きいと言えよう。 

 

○ このような学術研究を支える科研費は競争的資金の中でも最も基礎的な

存在であり、科研費予算を削減し、他の科学技術振興費に付け替えてはど

うかとの議論は、イノベーション･システム全体の観点からは、公財政投資

を非効率にし、かえって我が国の科学技術の基盤を弱体化させるものと言

えよう。学術研究は、研究活動を通して得られる成果とともに「人材」育

成の面から言っても、イノベーションの源泉そのものであり、まさに「国

力の源」であることを踏まえれば、その基盤を支える科研費の充実が求め

られる。 

 

○ 他方、税収が伸び悩む一方、毎年度、社会保障関係経費が１兆円程度増

加するなど国の財政支出が拡大し、国債残高が７５０兆円に及ぶ中、平成

８年度予算の１０１８億円から平成２６年度には２.２６倍の２３０５億円

へと増加した科研費について、その成果に対する国民への説明責任は大き

い。さらに、国・地方を合わせた基礎的財政収支について２０２０年まで

に黒字化を目指すとする財政健全化目標（「経済財政運営と改革の基本方針

                                                   
2 例えば、９０年代、ナッシュ均衡等のゲーム理論のように数学が経済学を通じて世界各

国の公正取引法改正に結び付いたこともある。 
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2014」（平成２６年６月２４日閣議決定）の中で、財政支出による成果に対

する国民の期待は一層高まっていく。その期待に対しては、既存知識で設

定された「出口」に向けた技術改良といったレベルではなく、研究者の独

創性や知的創造力を最大限発揮して、これまでの慣習や常識では思いもつ

かないアイディアにより出口のないところに新たな出口を創出したり、新

次元の出口を示唆する入口を拓
ひら

いたりすることで、世界標準の新しい「知」

の軸を形成し、人類の知を担う国の一つとしての我が国の役割を果たすこ

とがますます重要になっている。すなわち、既にある強みを生かすにとど

まらず、新たな強みを創ることを可能とし学術の社会に対する責任を明示

するという形で国民の期待に応えてこそ、我が国社会、世界、そして学術

研究の間の信頼と支援の好循環が確立できる。 

 

○ イノベーション創出におけるこのような学術研究の本来の役割や機能を

十分に果たすためにその基盤をしっかり支えるという観点と、研究費制度

改革全体をリードするという観点の双方から、まずは科研費について見直

しが必要である。この点については、学術分科会「中間報告」において科

研費改革の方向性が提示され3、また、「科学技術イノベーション総合戦略
                                                   
3 （科研費については）これまでも審査体制の充実や基金化の導入など学術の発展の観

点から様々な改革を行ってきたところであるが、更なる充実を図るため、 
・より簡素で開かれた仕組みによる多様な学術研究の推進とそれを基盤とした分野・

細目にとらわれない創造的な研究を促すための分野横断型・創発型の丁寧な審査の

導入や応募分野の大括り化（その先導的試行としての「特設分野研究」の充実）等 

・学術動向調査などの学術政策や科学技術政策への反映、イノベーションにつながる

科研費の研究成果等を最大限把握・活用するためのデータベースの構築等 

・グローバル・リサーチ・カウンシル等学術振興機関間の交流や連携も活用した国際

共同研究や海外ネットワークの形成の促進 

・卓越した若手や女性、外国人、海外の日本人など多様な研究者による質の高い学術

研究支援の加速 

などのための改革に、研究者としてのステージや学問分野の特性などにも配慮しつつ

取り組むことが必要である。なお、平成２３年度から導入された「学術研究助成基金」

については、上記のような丁寧な審査の導入等により必要となるアワードイヤーの実

現や、海外研究者との国際共同研究等の推進において、日本側の会計年度の制約が共

同研究上の支障になることのないようにするなど研究費の成果を最大化する観点か
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2014」において「より簡素で開かれた仕組みの中で、『知』の創出に向けて、

質の高い多様な学術研究を推進するとともに、各分野の優れた研究を基盤

とした分野融合的な研究や国際共同研究、新しい学術領域の確立を推進す

るための審査分野の大括
くく

り化や審査体制などに係る改革を目指す」と記述

されている。 

 

○ 平成２５年３月に審議を開始した第７期科学技術・学術審議会学術分科

会研究費部会では、昨年８月に「学術研究助成の在り方について」（研究費

部会「審議のまとめ（その１）」）を取りまとめた。その中では、特に平成

２３年度予算で大きく増額した科研費について、科研費が関与した論文数

や被引用度トップ１０％論文数、その割合といったエビデンスを示しなが

ら、質・量両面にわたって十分な成果や価値を創出していることを明確に

した上で、若手研究者の更なる活躍を促すための科研費の改善方策などを

提言した。 

 

○ この議論を受け、研究費部会では、大学改革と科研費の関係や、研究費

制度全体の在り方も総合的に議論しながら、科研費の趣旨と歴史的展開に

遡り、科研費をめぐる国内外の政策的動向や研究現場からの意見を踏まえ

て科研費の課題を整理した上で、科研費改革の基本的な考え方と具体的な

改革方策、更にそれと連動すべき大学改革や研究費改革に必要な論点まで

を含めて検討し、ここに一定の方向性を取りまとめた。 

 

○ もとより科研費については、多くの優れた研究者が、独立行政法人日本

学術振興会学術システム研究センターの主任研究員や専門研究員として、

あるいは年間６０００人規模の審査委員として、その制度設計や審査委員

の選任、具体的な審査の過程に主体的かつ積極的に参画することによって、

公正で透明性の高い審査・評価システムを確立し、極めて信頼性の高い競

争的資金制度として効果的に機能している。本部会の議論を踏まえて、文

部科学省、日本学術振興会（学術システム研究センター）、大学関係者、学

術界が連携しつつ議論を重ね、平成２８年度からスタートする第５期科学

                                                                                                                                                     
ら、その充実を図る。 
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技術基本計画の期間や第３期国立大学中期目標期間において、科研費制度

を改革し、我が国の学術研究の活性化とその成果の最大化を図ることを望

みたい。 
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１．成熟社会4における学術研究 
 

（成熟社会における学術研究） 

 

○ 我が国の学術研究の推進方策についてその根本に遡った議論をまとめた

前述の学術分科会「中間報告」では、学術研究とは「個々の研究者の内在

的動機に基づき、自己責任の下で進められ、真理の探究や課題解決ととも

に新しい課題の発見が重視される」研究であると位置づけた上で、その役

割を前述の通り、 

（ⅰ）人類社会の発展の原動力である知的探究活動それ自体による知的・文

化的価値の創出・蓄積・継承（次代の研究者養成を含む）・発展 

（ⅱ）現代社会における実際的な経済的・社会的・公共的価値の創出 

（ⅲ）豊かな教養と高度な専門的知識を備えた人材の養成・輩出の基盤 

（ⅳ）上記（ⅰ）～（ⅲ）を通じた知の形成や価値の創出等による国際社会

貢献 

 の４点に整理した。 

 

○ その上で、世界でも有数の成熟国の一つである我が国の学術研究には、 
・ 研究者の探究力と知を基盤にして新たな知の開拓に挑戦すること（挑

戦性）、 

・ 学術研究の多様性を重視し、伝統的に体系化された学問分野の専門知

識を前提としつつも、細分化された知を俯瞰
ふ か ん

し総合的な観点から捉える

こと（総合性）、 
・ 異分野の研究者や国内外の様々な関係者との連携と協働によって、新

たな学問領域を生み出すこと（融合性）、 
・ 分野を問わず、世界の学術コミュニティにおける議論や検証を通じて

研究を相対化することにより、世界に通用する卓越性を獲得し、新しい

研究の枠組みを提唱して世界に貢献すること（国際性）、 

                                                   
4 成熟社会とは、経済発展や社会制度の発達により、物質的な豊かさ・利便性や社会の安

定、文明の高度化が実現された一方、その社会を支える前提であった経済成長や人口増加

が飽和・鈍化し、環境･エネルギーや少子高齢化等に関する課題が顕在化する中で持続可

能性や価値観の多様化をより重視し始めた社会の姿と考えられる。 
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 が強く要請されていると指摘している。 

 

（我が国の学術研究の現状） 

 

○ 学術分科会「中間報告」におけるこのような指摘の背景には、我が国の

学術研究に関する現状認識がある。すなわち、学術研究の「成果」は、新

しい「知」の創造や人材の育成など幅広く、決して一つの指標で把握でき

るものでないことはもちろんであり、人文学、社会科学分野と自然科学分

野の間でも把握の方法は異なるものであろうが、例えば、論文データベー

ス分析により国際的に注目を集めている研究領域を定量的に把握し、それ

らが互いにどのような位置関係にあるのか、どのような発展を見せている

のかを示している「サイエンスマップ 2010＆2012」（科学技術・学術政策研

究所）や、トムソン・ロイター社による高被引用論文数によるランキング

を取り上げてみると、我が国の学術研究には、 

 ・ 物理学、化学、材料科学、免疫学、生物学・生化学など我が国が世界

の先頭を競っている研究分野の持続的な発展をどう確保するか、 

 ・ 例えばイギリスやドイツとの比較において存在感が低い学際的・分野

融合的領域の研究をどう推進するか、 

 ・ 国際的に注目を集めている研究領域への参画という観点5及び既存の研

究領域から独立した新しい研究領域への参画という観点6の双方から相対

的に低い我が国の学術研究の多様性をいかに高めるか、 

 といった課題があることが明らかになっている。 

 

○ また、次代の学術研究を担う若手研究者の育成という観点からは、学術

分科会「中間報告」でも、 

                                                   
5 例えば、「サイエンスマップ 2012」では、日本はイギリスやドイツに比して、臨床医学、

経済・経営学、工学、環境／生態学、社会科学・一般などの研究領域への参画数が少ない

ことが示されている。 
6 今回の「サイエンスマップ」調査で導入された Sci-GEO チャートでは、個別の研究領域

を継続性（時間軸）と他の研究領域との関与の強さ（空間軸）を用いて分析し、過去のマ

ップとの継続性がある場合、他の研究領域との関与が強い／弱いでコンチネント型領域／

アイランド型領域に、過去のマップとの継続性がない場合、他の研究領域との関与が強い

／弱いでペニンシュラ型領域、スモールアイランド型領域に分類。日本とイギリスやドイ

ツを比較すると、スモールアイランド型において参画数に最も大きな差がついている。 
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・ 基盤的経費の減少や人件費の抑制、組織の硬直化、一律的・固定的な処

遇などにより、安定的な若手ポストが減少する一方、競争的資金による時

限付きのポストが増加していることやポストドクターのキャリアパスの確

立が不十分であること等により研究職の魅力が減少し、優秀な学生が博士

課程を目指さなくなるといった負の循環をどう打開するか、 

・ 若手研究者がプロジェクト経費によって雇用されることが多いことから、

経費を獲得しやすい分野に若手研究者が集中し、多様な分野における研究

者の養成に支障が出ている状況をどう克服するか、 

といった点を課題としている。 

 

（新しいパラダイムの形成と学術研究） 

 

○ もとより学術研究の融合性はそれ自体を目的化するものではなく、学術

が大きく発展するきっかけは、分野にこだわらず、新しい問題提起をした

研究者個人の問題意識に興味を持つ研究者の交流である。 

個人の興味に対する自由な交流の機会のもとに集まった研究者集団は、

やがて問題を具体的な課題にまで作り上げる強い連携に発展し、その周り

に分野を超えて新しい研究者集団が形成され、個別の研究者では思いもつ

かなかったような研究が生まれる。これが、異分野融合による新しいパラ

ダイムの形成にまで発展する、ボトムアップを基本とする学術の最も大き

な知の創造であると言えよう。 

 

○ 例えば、分子生物学は、マックス・デルブリュック博士のような物理学

者が生物の遺伝現象に生命の本質が隠れているのではないかとの着想から

開始した研究である。すぐに遺伝学者が周りに集まり、生物学者や化学者

も参集して、遺伝子の物質的本体がＤＮＡにあることを発見した。さらに、

物理学者、生物学者などが、ＤＮＡの構造からその生物学的性質を明らか

にしようとする研究グループとそれを情報として研究しようとするグルー

プが自然に発生した。これらが一体となって研究は進み、ＤＮＡの二重螺旋
ら せ ん

構造に、その個体維持に関する情報的性質と親から子に伝わる情報（遺伝

情報）が保存されるという性質とがあることを発見し、分子生物学が確立
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した。 

更にその後はバイオテクノロジーが生まれ、医学や農学、工学分野、さ

らには長く生気論7や生起論8的な生物観が残っていた人文学においてさえ

大きな学術的転換をもたらした。これを全体で見れば、ロマンティックエ

イジに始まり、アカデミックエイジを経て現代のテクニカルエイジに至る

まで異分野が融合し続け、それはかつての分野を合算したものではなく、

全く新しい知の体系的構造に発展したものと言えよう。 

分子生物学の例は、結果を見通してのことではなくとも、研究者の自由

な交流と連携、その拡大と新しい問題の発見から、更なる交流と連携が生

まれ、結果的に総合化と融合化による新しいパラダイム形成がボトムアッ

プ的展開によってこそ起こり得ることを示している。 

 

（「デュアルサポートシステム」の「再生」と科研費） 

 

○ このような学術研究の特性を踏まえ、我が国が世界の先頭を競っている

分野の持続的発展、優秀な研究者が学際的・分野融合的領域に取り組む環

境の醸成、これから世界の先頭を走ることになる分野の苗床となるような

学術研究の質の高い多様性の確保を図るとともに、次代を担う若手研究者

の確保・育成のためには、大学政策、学術政策、科学技術・イノベーショ

ン政策が連携しながら、基盤的経費と競争的資金の両面で大学の教育研究

を支えるという進化した「デュアルサポートシステム」の再構築を図るこ

とが必要である。 

 

○ 現在、科研費への応募件数は年々増加しており、平成１６年度には８万

件であったものが平成２６年度には１０万件を越え、それに伴って審査負

担も増加している。もちろん、科研費が競争的研究資金である以上、多く

の研究者が自らのアイディアと構想に基づいた質の高い研究計画への助成

を申請することは望ましい。他方、科研費はピアレビューに基づく制度で

                                                   
7 あらゆるものの中に機械論的に説明しえない生気を認める考え方。 
8 生命は、様々な生化学的な構成要素からなり、仕切られた内部と外部とのエネルギー交

換に基づいて作動しており、その構造を維持しつづけるようにその構成要素を絶えず生成

又は分解しながら自動的に平衡状態を保っているとする理論。 
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あるため、審査にかかる過度の負担は審査の質や審査委員の確保に影響す

るのみならず、審査委員である優秀な研究者自身の研究活動をも阻害する

恐れがある。また、この応募数の急増の背景に、従来の「デュアルサポー

トシステム」の機能不全があることが、本質的な課題であろう。 

大学の基盤的経費である国立大学法人運営費交付金や私立大学等経常費

補助金は削減が続き、両者を併せた予算額は、平成１６年度から平成２５

年度までの１０年間で、約１７００億円減っている。このような状況は、

大学から教員に経常的に配分される研究・教育のための基盤配分額にも影

響を与え、大学においてはもはや、基盤配分のみでは研究活動はおろか担

当講義や担当学生の実験にかかる経費等の教育活動の基盤すら支えられな

い事例が多く見られる9。また同時に、大学において独創的な研究テーマの

芽を、競争的研究資金が獲得できる状態にまで育てる力を持たなければ、

競争的研究資金の取得がしやすいような一定の成熟を見たテーマに追随す

る研究のみが盛んに行われ、学術の多様性が根源的に損なわれる懸念があ

る。 

 

○ 大学の基盤的経費の強化の前提として大学改革の取組が必要なことは言

うまでもないが、一方で、大学が、教育研究組織の再編成などを通じて基

盤的経費の再配分を行いながらその充実が図られることなく、科研費など

の競争的資金を基盤的経費の代替と位置付けることは、大学の人材育成機

能を弱め、研究活動そのものを歪
ゆが

めるのではないかとの上述の指摘を、イ

ノベーション創出が課題である今こそ重く受け止める必要がある。「デュア

ルサポートシステム」の再構築についても、これまでの大学運営や研究資

金制度を踏襲するものではなく、学術の振興と人材の育成のためにそれぞ

れの改革を有機的に組み合わせ、未来志向をもってそれを「再生」する構

想としなければならない。 

 

○ 例えば、我が国が先頭を競っている分野の持続的発展や次代のピークの

苗床としての質の高い多様性の確保については、科研費だけで対応するこ

                                                   
9 例えば、地方国立大学においては、教員一人当たりの基盤配分額が年間１１万円という

事例がある。 
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とには限界がある。国内外から優秀な若者を集めるとともに企業等の優秀

な人材も引き付ける知的なプラットフォームとして、研究者の核となる専

門性とともに総合的な視野をはぐくむ大学院の充実が何より求められる。

また、優秀な研究者が発展的に、学術的な必然性を伴って学際的・分野融

合的領域に取り組むようにするためには、大学の教育研究組織の柔軟な再

編成を可能とするマネジメントの確立とともに、我が国の科研費以外の競

争的資金の改革が欠かせない。 

 

○ 基盤的経費と科研費以外の競争的資金の間に位置づけられ、競争的環境

の中で大学の研究活動を支える研究費として独自の重要な役割を担ってい

る科研費についても、このような成熟社会における学術研究のあるべき姿

とそのための全体構想を見据えながら議論を行う必要がある。 
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２．科研費の展開と「不易たるもの」 
 

○ そのためには、一世紀にわたる科研費の展開を踏まえた上で、その「不

易たるもの」を分析することが求められる。 

 

（科研費制度の歴史的展開） 

 

○ 科研費の発展の経緯をたどると、学術に関する優れた研究計画に着目し、

その推進を図るための研究助成制度としては、第一次世界大戦を契機とす

る欧米諸国の科学研究動員計画のような重点研究課題に対応するため、大

正７年に国が研究者に直接交付し独創的研究を奨励するために創設した

「科学研究奨励金」制度が嚆矢
こ う し

である。また、昭和７年、御下賜金を基金

として財団法人日本学術振興会（現・独立行政法人日本学術振興会）が設

立された。昭和１４年には、更に「科学研究費交付金」制度が新設された。 
 
○ 戦後、我が国が先進的な学術研究に触れ、また、国際的な交流と刺激を

通じて研究開発が活発化するに伴って、輸入研究機械の購入補助や学会誌

出版の補助、海外学術調査への支援など対象を拡大した。昭和４０年には

それまでの｢科学研究費交付金｣、「科学試験研究費補助金」、「研究成果刊行

費補助金」が「科学研究費補助金」制度に統合され、更に昭和４３年度か

ら、書類審査、合議審査の二段審査方式によるピアレビュー審査など現在

の科研費制度の基本的な構造が確立された。 
 
○ その後、特に、第一期科学技術基本計画が策定された平成８年から現在

に至るまでの競争的研究資金拡充の方向性の中で、科研費は助成額では平

成８年度予算の１０１８億円から平成２６年度の２３０５億円へと２.２６

倍に拡大しつつ、我が国でも最も長い歴史を持つ最大の競争的資金として

の責務を果たすべく、種目の新設や統合、不採択理由の開示や審査委員の

公表、間接経費の導入、繰越明許費の登録と基金化、日本学術振興会への

「学術システム研究センター」の設置など様々な改善と充実に取り組んで

きた。 
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（科研費制度の「不易たるもの」） 

 

○ 現在の科研費の審査は、昭和４３年度に形成された基本的な構造により、

【別添２】（４２ページ）のような形で行われている。 

  科研費については、科学技術・学術政策研究所の研究者による定点の意

識調査においても、「公正で透明性の高い審査」、「研究費の使いやすさ」、「研

究費の基金化」といった項目について、極めて高く評価されている。この

ような評価はこれまでの科研費制度や公正な審査の積み重ねによる、言わ

ば「財産」であり、競争的資金として有効に機能している証左であると言

えよう。 

 

○ そのため、以下の４点については、科研費の「不易たるもの」として堅

持することが求められる。 

 

  第一は、専門家による審査（ピアレビュー）である。学術は卓越した「知」

の創造、蓄積、活用のすべての面において新しい課題の提案とそれらへの

挑戦から始まることから、個人の自由な発想に基づくとはいえ、その提案

が既に他によってなされていないことを判断し、提案の合理性や妥当性に

ついて徹底して審査することが必要である。したがって、学術研究上の価

値や方法の妥当性などのほかに、その分野の発展の歴史と動向とに知悉
ち し つ

し、

提案が創造的で独自性のあるものであり、かつ新規なものであることを判

断できる同じ分野で学術研究に切磋琢磨
せ っ さ た く ま

している専門家（ピア）が審査す

ることが最も重要な方策であり、不可欠である。 

 

  第二は、人文学、社会科学、自然科学及び新領域に至るあらゆる学問分

野について、大学等の研究者に対して等しく開かれた唯一の競争的資金制

度であることである。実際に年齢や性別等で採択率に大きな偏りはなく、

学問的重要性・妥当性、独創性・革新性、波及効果・普遍性などの観点の

みに基づく審査が有効に機能していることを示している。 

 

 第三は、若手からミドル、シニアと研究者としての成長に応じ、他から



16 
 

与えられた目標ではなく、自らの発想と構想に基づいて継続的に研究を推

進させることができる唯一の競争的資金制度であることである。このよう

な特性を持つ科研費は、大学院教育の充実と相まって、国内外の優秀な人

材を我が国の学術研究界に集めるための極めて重要な役割を担っている。 

 

  第四は、基金化や繰越し手続の大幅な簡素化など研究費としての使いや

すさの改善を不断に図っていることである。学術研究の特性として、予見

に基づく計画の通りに研究が進展せず、当初の目的とは違った成果が生ま

れることが多かったり、当初の目的との関係では「失敗」とされたり予期

せぬ結果に至ったりした膨大な研究結果やデータの先に既存の知識やその

応用を超えるブレークスルーが生まれることが少なくないことが挙げられ

る。研究費としての使いやすさはこのような学術研究の特性に由来するも

のであり、科研費が他の競争的資金とは本質を異にする所以
ゆ え ん

である。 

 

○  なお、科研費に限らずあらゆる研究に関わる制度の根幹として、研究活

動における不正行為や公費たる研究費の不正使用はいかなる場合にも容認

されるものではなく、研究活動における不正行為については「研究活動に

おける不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日

文部科学大臣決定）、研究費の不正使用については「競争的資金の適正な執

行に関する指針」（平成２４年１０月１７日改正、競争的資金に関する関係

府省連絡会申し合わせ）及び関連法規を踏まえ、厳正に対処することが求

められている。 

  



17 
 

３．科研費の「流行」を考察する上で検討すべき要素 
  

○ このような「不易」を踏まえつつ、１．で示した、①我が国が世界の先

頭を競っている分野の持続的発展、②優秀な研究者が独自の発想を通して

学際的・分野融合的領域に取り組む環境の醸成、③これから世界の先頭を

走ることになる分野の苗床となるような学術研究の質の高い多様性の確保、

④次代を担う若手研究者の確保と育成を図るために、学術研究の基盤を支

える科研費の在り方を見直すに当たっては、以下のような様々な要素を踏

まえる必要がある。 

 

（研究費をめぐる国際的動向） 

 

○ 第一は、研究費をめぐる国際的動向である。【別添３】（４４ページ）の

とおり、アメリカ、イギリス及びドイツのファンディングエージェンシー

はピアレビューに基づく審査を行い、学術研究を支援しているが、１．で

示した成熟社会における学術研究をどう支えるかという共通する課題に直

面している。 

なお、成熟社会における我が国の学術研究は、欧米へのキャッチアップ

時代のように諸外国の状況のみをベンチマークとするのではなく、様々な

国外動向を踏まえつつもそれらの文化的・制度的な背景の違いを理解し、

我が国の学術における「文化」に根付いた学術研究及び研究費の在り方を

考察する必要がある。 

 

○ 例えば、アメリカにおいては、「米国イノベーション戦略」（２００９年

策定、２０１１年改訂）を策定し、持続的経済成長と雇用確保の基盤とし

てイノベーションと研究開発投資を重視するとともに、①イノベーション

の基盤への投資、②競争環境の整備等の政策を打ち出している。しかしな

がら一方で、同国の生命医学研究分野では、２００３年から２０１３年の

１０年の間に研究予算が２５％減少し、その結果、長期的研究や独創的発

想に基づいた研究ができずに新分野を開拓しようとする気概が低下、権威

の高い学術誌への投稿プレッシャーによるモラルの低下、博士課程学生や
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若手研究者の増加に予算やポストが追いつかない10、研究機関が間接経費を

目的に競争的研究資金の獲得とそれによる雇用を促進した結果、不安定な

「ソフトマネー」による雇用が拡大する、といった我が国と同様の課題に

直面している11。 

 なお、米国の主要な研究機関のひとつであり研究資金配分も行うＮＩＨ

においては、年間３００億ドル（日本円で約３兆円）を超える予算の８割

が外部の大学や研究機関等への研究費配分であるが、この中核を占める競

争的研究資金は、年間３回、計６万３５００件の応募に対し、１万 

８０００人の審査委員で、スタディ･セクション方式12のピア･レビュー審査

が行われており、全体の採択率は６％とも言われるほど低いが、審査への

信頼性は高いと言われる。また、活発に活動をしている研究者であれば審

査委員としての負担を負うことは当然という認識は、学術界一般にあると

も言う。 

 

○ 欧州連合においては、２０１４年１月より、新たな研究・イノベーショ

ンプログラムである”Horizon 2020”が開始され、７年間で約７７０億ユ ー

ロ（約１０兆７８００億円）の投資を予定して、先端的な基礎研究や脳や

グラフェンなど有望な新分野に対する研究支援を含む「卓越した科学」等

の重点三分野を策定した。欧州委員会が前回策定したＦＰ７（第七次研究

枠組み計画）に比べて、基礎研究プログラムを重視しつつ、プログラムの

運営に当たっては、イノベーションに向けた切れ目ないサポートを行うた

め、基礎研究から技術開発段階までのファンディング・ルールの統一やフ

ァンディング・知財権ルールの簡素化、加盟国の科学技術イノベーション

政策との整合性の確保等が打ち出されている。また、２０１３年９月には
                                                   
10 例えば、博士号取得者が最初のテニュアトラックポストを得る平均年齢は３７歳、アメ

リカ国立衛生研究所（ＮＩＨ）の研究資金を取得する平均年齢は４２歳。１９８０年には

３６歳以下の研究者の１６％はＮＩＨ研究資金の取得者であったが、現在は３％。 
11 “Rescuing US biomedical research from its systemic flaws” Bruce Alberts, Marc 

W. Kirschner, Shirley Tilghman, and Harold Varmus, Proceedings of the National 

Academy of Sciences, April 22,2014, vol.111, no.16, 5773-5777. 
12 複数分野の審査員において構成される審査員会において、審査員間の活発なコミュニケ

ーションの中で合議審査を行おうとするもの。ＮＩＨにおけるセクション数は１７０、1

セクションで審査される研究計画書は５０から１２０件。各研究計画書の審査には３名の

審査員が割り当てられ、審査員ごとに割り当てられる研究計画書は１０件前後。専門的な

観点からのメールレビューが行われる場合もある。 
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リトアニアにおいて、人文学及び社会科学をいかに”Horizon2020”に取り

入れるかについて議論する会議が開催され、そこで採択された「ヴィルニ

ウス宣言」では、イノベーションが技術のみならず組織変革の問題である

として、人文学及び社会科学はイノベーションを社会の中に組み込むこと

を可能にする、とされている。 

 

○ 一方、アジアに目を転じてみると、中国では、「国家中長期科学技術発展

計画」（２００６－２０２０年）などで「２０２０年までに世界トップレベ

ルの科学技術力を持つイノベーション型国家となることを掲げ、研究開発

投資を拡充（２０２０年までに対ＧＤＰ比２．５％）するとともに、国際

共同研究等に通じて先端科学技術を学ぶことを打ち出している。また、韓

国では、科学技術とＩＣＴ産業が融合した新産業創出により、質の高い雇

用を生み出す「創造経済システム」に向けた取り組みとして、政府研究開

発投資を拡充（前政権の１．５倍）するとともに、その４割を基礎及び基

盤研究に充てることが目標とされている。 

 

○ このように学術政策や研究費の審査や配分をめぐっては、我が国だけで

はなく世界各国の政府や大学が共通した課題に直面している。これが、 

２０１２年に世界の学術振興機関の長
ちょう

によるフォーラムである「グローバ

ル・リサーチ・カウンシル」（ＧＲＣ）が設立された所以
ゆ え ん

の一つであり、こ

れまでＧＲＣにおいては、「科学に関する『メリット・レビュー』について

の宣言文」（２０１２年）、「研究公正の原則に関する宣言」及び「オープン・

アクセス行動計画」（２０１３年）、「未来創成－次世代研究者の育成支援」

（２０１４年）といった計画や宣言が採択され、更なる国際共同研究の推

進に向けた議論を進めている。２０１５年５月には東京で７０か国以上か

らの機関が参加し、「科学的ブレークスルーに向けた研究費制度」「研究教

育に関するキャパシティ・ビルディング」をテーマとする第４回年次会合

が開催される予定である。我が国の学術研究が国際的ネットワークを 

リードする上でも、日本学術振興会を代表とする我が国の関係機関がＧＲ

Ｃにおいて主導的な役割を果たすことが必要である。 
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（科研費の在り方についての様々な指摘） 

 

○ 第二は、科研費の在り方についての関係者からの様々な意見や指摘であ

る。これまで本部会においても、科研費の審査の在り方について外国調査や

専門的検討を重ねている日本学術振興会学術システム研究センターや、大学

改革について議論を行っている中央教育審議会大学分科会からの参加を得

て審議を行ったり、大学や経済界等の関係者からヒアリングを行ったりした

ほか、文部科学省においても２００に及ぶ大学や研究機関に対するアンケー

ト調査を行うなど広く意見を聴取してきた。 

 

（主として審査の改善に関する指摘） 

 

○ それらの指摘や意見は以下のように整理することができる。 

 

まず、審査の質の向上など主として審査の改善に関するものである。 

 

（ⅰ）前述のとおり現状の基盤研究に関する二段階審査は、第一段階審査

における各審査委員による書面審査と第二段階の合議審査がすべて

異なる審査委員で行われ、かつ相互のコミュニケーションを図る仕組

みにはなっていないので、例えば、一定規模以上の研究計画の採択に

ついては、専門分野が異なる審査委員同士がその目的、手段、期待さ

れる成果などの適切性等に時間をかけて議論する機会を確保し、既存

の細目を土台としながらそれを越える創造的な研究が評価されるよ

うな仕組みが必要ではないか、 

 

（ⅱ）現在でも第一段階審査において有意義な審査コメントを付した審査

委員を表彰するなどの取組が行われているが、（ⅰ）のような機会も

含めて、「ピア」である研究者の意識を高め、「審査委員」を育成する

場と過程を形成する必要があるのではないか、その際、大学や研究機

関が自らに所属する研究者の審査委員としての貢献度を積極的に評

価することを奨励してはどうか、 
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（ⅲ）（ⅱ）で示した審査コメントが現在、応募者に開示されていないが、

応募者が自らの研究の進め方を検討する上で有益なコメントが多く、

審査委員と応募した研究者のコミュニケーションの重要な手段とし

て活用すべきではないか、 

 

（ⅳ）（ⅰ）～（ⅲ）の改善を進めるに当たっては、平成８年度７万８３５０

件から２５年度に９万７７６４件へと急伸した応募件数が大きな

桎梏
しっこく

と考えられることから、前述のような大学改革と基盤的経費充実

への取り組みを求めつつ、科研費としては、もとより種目ごとにその

研究費としての趣旨や目的が異なるため一律には比較できない要素

があるものの、審査コスト（当該種目の研究費総額/（応募件数×第

一段審査委員数））が基盤研究のＡ、Ｂ、Ｃと小規模になるほど大き

くなっている13ことにも留意をし、研究者の自発性に基づく質の高い

応募件数の増加を図る一方で、プレスクリーニングの導入や審査コス

トの再配分などの工夫が必要ではないか、 

 

  といった指摘がなされている。 

 

（科研費を活用する観点に立った指摘） 

 

○ 次に、応募のしやすさや研究費の使いやすさなど科研費を活用する観点

に立った意見等である。 

 

  （ⅰ）研究費の過度な集中を防ぐ観点から設けられている科研費の応募

に関する種目の重複制限は、不採択による研究中断を避けるため、よ

り小規模の種目に応募する傾向を生むとともに、これまでの研究業績

を基盤にした新しい分野への発展的な移行を困難にしているのでは

ないか、 

 

                                                   
13 基盤研究（C）を１とした場合の平成２５年度の審査コストは、基盤研究（A）0.22、
基盤研究（B）0.49、基盤研究（C）1.00、挑戦的萌芽研究 1.11、若手研究（A）0.25、若

手研究（B）1.05 である。 
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（ⅱ）大規模科研費は分野を問わず学理の探究という学術研究の加速に必

要であり、次世代を担う研究者の発展と成長の促進の観点から、グロ

ーバル化を踏まえた審査や評価の改善を図る必要があるのではない

か、また、（ⅰ）、（ⅱ）については共に競争的資金全体の問題として

も捉えるべきではないか、 

 

（ⅲ）学術研究の質の高い多様性の確保の観点から、研究主体の多様性に

ついては常に留意が必要ではないか、 

 

（ⅳ）国際共同研究の推進の他、例えば、若手研究者が国際的な研究者コ

ミュニティの中で長期にわたる確かなネットワークを形成したり、国

外からの最優秀な大学院生やポスドクを増加させたりする仕組みが

必要ではないか、 

 

（ⅴ）（ⅳ）の視点については、我が国の経験に基づいて、伝統的な芸術

を現代の世界で通用可能なものとして表現し、近代化過程で得た組織

技術や社会改革などにおける諸経験を国際社会に向けて学術的に発

信することも重要ではないか、 

 

  といった指摘がなされている。 

 

（日本学術振興会学術システム研究センターにおける検討と取組） 

 

○ 第三は、日本学術振興会学術システム研究センターにおける学術研究の

専門的な観点からの検討と取組である。前述のとおり、学術システム研究

センターは、公正で透明性の高い審査及び評価システムの確立のため、 

１００人を超える第一線の研究者が主任研究員や専門研究員として参画し

ており、分野を超えて学術研究の在り方について専門的で闊達
かったつ

な議論を行

う我が国では稀有
け う

な極めて重要な役割を担っている。 

 

○ 昨年１０月に科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査部
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会は、審査希望分野の分類表である「系・分野・分科・細目表」について、

「細分化が進むことで、既存の学問分野に立脚した研究のみが深化し、新

たな研究分野や異分野融合の研究は応募しにくいのではないか」、「分科細

目表は、いかに審査を公平・公正に行うかという観点でこれまで見直しが

行われてきているが、今後は、学術動向の変遷に即した審査を行うために

適したものとなっているか、また、これまでの分野の枠に収まらずに新た

に伸びていく研究を見いだせるかという観点で見直していく必要があるの

ではないか」、「理想的な審査方式の検討も併せて見直していく必要がある

のではないか」といった観点から、その在り方の見直し検討を日本学術振

興会に依頼した。 

 

○ 学術システム研究センターは、それまで行ってきた研究費の採択審査に

関する国際的な動向に関する調査やセンター内での議論を踏まえ、分科細

目表の見直しにとどまらず、多様な学術研究とともに、新しい学術領域の

確立を推進するために学問の特性に応じた審査方式の見直しを行い、特に、

書面審査と合議審査との関係を含め、学術の振興という観点から適切な審

査方法の在り方とともに、学術の多様性を確保するための適切な審査区分

の設定について検討することとしている。 

 

○  これらの検討に当たっては、平成２６年度より新たに設けられた審査区

分である「特設分野研究」の審査において、①細目の枠を越えた学術研究

に対応した審査方式として、書面審査と合議審査を同一の審査委員が実施

する新しい方式の二段階合議審査を導入、②基盤研究Ｂと基盤研究Ｃを区

分せず審査を実施したのに加え、③不採択課題のうち、特に必要と判断し

たものに対して審査結果の所見を開示、といった試行的な取組を行ってお

り、その成果（異なる分野を専門とする審査委員が互いの視点を共有しな

がらより丁寧な審査を行うことによって、新たな学術分野の芽を見いだし

ているなど）と克服すべき問題点（審査委員の負担の軽減、審査委員の育

成と確保、キーワードデータベース等による申請書内容と審査委員の専門

性のマッチング手法の検討など）も明らかになっている。 
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○ これ以外にも学術システム研究センターは専門分野ごとの学術動向調査

により国内外の最新の学術情報の収集と蓄積を行うなど大きな役割を果た

しているが、これらの学術システム研究センターの検討と取組は、科研費

だけではなく研究費全般の改革を行う上で、極めて重要なものである。当

部会としては、引き続き学術システム研究センターとの対話を重ね、議論

を深めたい。  
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４．科研費改革の基本的な方向性 
 

（あるべき学術研究の姿） 

 

○ これまで述べてきたとおり、我が国の学術研究界は、我が国が世界の先

頭を競っている分野の持続的発展、優秀な研究者が、必然的に発展する学

際的・分野融合的領域に取り組む環境の醸成、これから世界の先頭を走る

ことになる分野の苗床となるような学術研究の質の高い多様性の確保を図

るとともに、次代を担う若手研究者を確保・育成することが求められてい

る。 

 

（研究者のキャリアパスイメージ） 

 

○ ここで、敢
あ

えて研究者としてのキャリアパスを一例としてイメージする

と、 

 ・ 学士課程や修士課程における学問的な専門分野（ディシプリン）につ

いての基礎的な知識等の習得と論理的思考力等の涵養
かんよう

を基盤に大学院博

士課程に進学。大学院博士課程の専攻等の学生定員等は学術的な動向や

社会的需要等を総合的に勘案し柔軟に設定されるとともに、日本学術振

興会の特別研究員（ＤＣ）や基盤的経費・競争的資金等によるＴＡ・Ｒ

Ａ経費などにより、優秀な博士課程学生が研究に専念できるよう生活費

相当額を安定的に支援。 

 ・ 我が国の強い学術分野やそれらを支える広い基盤分野などに関する部

局を超えた卓越した大学院博士課程の教育において、特定の専門分野の

学問的探究を深めるとともに、それを俯瞰
ふ か ん

できる総合的視野を育成。そ

のような視野を備えた人材の育成に資する連携大学院制度、共同実施制

度及び主専攻・副専攻制の活用を更に推進。 

 ・ 博士号を取得し、ポスドクとして研究に従事。大学としてはシニア教

授を年俸制や混合給与に移行することにより、優秀な若手研究者に対し

て基盤的経費等を財源とした安定した長期雇用ポストを提供。 

 ・ 他大学で助教や准教授に就任。大学は、限られた財源を卓越性や次代
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を担う若手研究者の確保・育成といった基準をもとに傾斜して配分し、

優秀な研究者の異動によるセットアップ費用を提供するとともに、いま

だ研究費採択の審査の対象には至らないが学術研究の多様性や新規性の

観点から重要な研究活動のための研究費を措置。学問的な鍛錬や国際的

な研究者コミュニティの中で長期にわたる確かなネットワークの深化を

行いつつ、研究についてはＰＩ14として一定の自律性のもとに活動。 

 ・ 科研費を活用して学問的な専門分野（ディシプリン）に基づいた研究

の深化を重ね、研究実績を挙げる一方で、海外での研究経験も含めて、

国内外の優秀な研究者とのネットワークの中で異なる分野との対話など

から新しい研究の展開の端緒をつかみ、既存の細目を土台としながらそ

れを越える創造的な研究を科研費により推進。 

 ・ 同時に、科研費等の審査委員として審査の過程にも参画し、特に、既

存の細目を土台としながらそれを越える独創的な研究の審査における分

野の異なる審査委員との合議は研究者としての視野を広げ、新たな研究

構想を刺激。 

 ・ 専攻や研究室のまとめ役として全体を見渡しつつ、①大型科研費によ

る学理の探究の加速15や、②科研費を活用し、異なる分野の研究者ととも

に若手研究者を巻き込みながら対話や交流、連携を重ね新しい研究分野

を醸成する16など、自らのアイディアと構想に基づいて学術研究を持続的

                                                   
14 PI（Principal Investigator）グループに責任を持つチームリーダーや独立した研究者 

15 例えば、東京大学大学院理学系研究科の菅裕明教授は、科研費（特別推進研究）で実施

した特殊ペプチド創薬に関する研究により、活性特殊ペプチドの探索と発見を可能にする

RaPIDシステムを開発した。その技術特許ライセンスを受けたペプチドリーム社は国内外

の大手製薬企業と共同研究を開始し、2013年6月には東証マザーズ上場を果たしているが、

菅教授は更に新しい研究課題に挑戦しながら、独創的で国際感覚にあふれた人材育成を目

指し、研究と教育を続けている。 
16 例えば、東京大学大学院理学系研究科の五神真教授は科研費の新学術領域研究で 光と

物質を同等に扱うという新しい視点に立ち、量子情報・レーザー・半導体光物性・テラヘ

ルツ分光など異なる分野の研究者を結集、連携させて、物質と光の相互作用について光科

学の新しい局面を切り拓
ひら

いた。その際、異分野の連携を促すためにシンポジウムや国際ワ

ークショップを開催し、さらには若手研究者の育成に重点を置いた若手道場などの工夫を

こらした仕組みが考案され、効果を発揮している。 
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に展開。研究課題や分野によっては科研費以外の競争的資金を活用した

応用・実用化に向けた研究開発に発展17。 

・ 大学院教育や研究室での指導を通して次代を担う研究者養成を担い、

「人」の育成による知の継承と発展を推進。また、クロス・アポイント

メント制度も活用した他の大学・公的研究機関との人的交流や産業界と

の連携強化といった人材循環や、研究者を支える高度研究支援職やイノ

ベーション・リーダーとして産業界を担う人材などの育成も、キャリア

チェンジの仕組みとともに推進。 

 ・ 大学においては、このような個別の研究活動、大学全体や我が国のサ

イエンスマップなどを踏まえつつ、組織の枠を超えた研究者の連携と交

流による「知の融合」を促進しながら限られた資源を効果的・効率的に

活用するため、研究・教育・マネジメントに渡る教員の業績評価の実質

化と、研究科や専攻といった教育研究組織の再編成と学内資源の再配分

を行い、学術研究の水準や人材育成の質の向上を組織的に展開。 

 ・ 高速シーケンサーや質量分析装置といった大型設備・高度機器や専門

性の高いサポーティングスタッフは学内で学問的な必要性に応じて公正

にアクセスできるよう共同利用体制を確立し、研究者のアイディア次第

でこれらの基盤を活用可能。更に大学を越える共同研究拠点は若手研究

者を含む国内外の優秀な研究者のネットワーク形成に寄与。 

という姿を描くことができる。 

 

○ もとより、研究者のキャリアパスは大学や専門分野によっても異なるも

のであり、特に人文学、社会科学分野のキャリアパスや研究活動、成果発

表には自然科学分野と異なる特徴があることに留意すべきであるが、他方

                                                   
17 例えば、東京大学大学院理学系研究科の中村栄一特例教授が科研費の特別推進研究で実

施した小分子有機半導体のナノ組織化の研究の成果は、国が定めた戦略目標の達成に向け

た課題解決型基礎研究を行うJSTの戦略的創造推進事業（ERATO）においてシーズとし

て活用され、有機薄膜太陽電池の開発につながった。 
また、東京工業大学フロンティア研究機構の細野秀雄教授が科研費の基盤研究Bで実施

した「ガラスの半導体」の研究の成果は、同じくERATOによる研究のシーズとなり、液

晶ディスプレイの高精細化、省電力化に大きく貢献し、スマートフォンやタブレットの実

装、商品化につながった。 
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で、今、研究者コミュニティがこのようなイメージを共有することは、優

秀で学問研究に対する志を持つ若者にとっては、独創的なアイディアとそ

れを現実にする構想があれば、研究者としてのキャリアパスが透明で公正

なプロセスの中で拓
ひら

けるとの認識につながる。このことは、次世代の学術

を担うべき若手が大学院博士課程に躊躇
ちゅうちょ

することなく進学する上で重要で

ある。 

 

（科研費改革に求められるもの） 

 

○ 科研費改革は、２．で示した「不易たるもの」をしっかりと踏まえつつ、

３．の三つの要素を考慮した上で、前述のような「あるべき学術研究の姿」

を大学改革や科研費以外の競争的資金改革と連携しながら実現するもので

なくてはならない。 

 

○ 学術分科会としては、この方向性に基づく検討論点を提示し、研究費部

会の下に「科研費改革検討作業部会」（仮称）を設置して、日本学術振興会

学術システム研究センターにおける専門的な観点からの検討も踏まえ、具

体的な改革案及び工程を引き続き審議する。分科細目表の見直しや大括
くく

り

化の検討と合わせ、平成２８年度から開始する第５期科学技術基本計画期

間中、可能な限り速やかに改革を実現することが必要である。 
 
○ その際、科研費改革に関する議論、例えば、３．で示した科研費に関す

る指摘や意見の中には容易に両立しないものもあることに留意が必要であ

る。科研費の配分自体も採択率や充足率があらゆる種目で向上するのが理

想ではあるが、成熟社会における学術研究の基盤を支える科研費をより効

果的に配分するという観点から、これらの要素を重点化したりバランスを

考慮したりするという視点も具体的な改革方策の検討に当たっては必要で

ある。 
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（科研費の基本的な構造の改革） 

 

○ 以上の観点から、科研費改革の基本的な視点を整理すると、第一は、科

研費の基本的な構造の改革である。 

  昭和４３年に形作られた科研費制度は現在、基盤研究種目を基幹とし、

その両翼を支える形で、若手研究者の自立支援のための種目、新領域の形

成や挑戦的研究のための種目と大きく３系統に体系化されているが、審査

分野、審査方式、審査体制は基本的に全ての種目共通に設定されている。

現在のこの構造については、審査の改善や科研費活用の視点から、応募数

増加や重複制限による弊害が指摘されているため、種目の再整理や審査方

式の再構築を含めた基本的な構造の見直しが必要と考えられる。 

 

○ 特に基盤研究について、①多様で水準の高い学術研究と、②そのような

質の高い多様性を基盤とした分野・細目にとらわれない創造的な研究の双

方の促進の両立という観点から見直すことが求められる。 

例えば、現在の基盤研究Ｃのような研究費においては分野・細目をベー

スとした公正で簡素な審査を行いつつ、それとは別に、スタディ･セクショ

ン方式の導入など細目を越えた創造的な研究を研究者から引き出すための

丁寧な審査を行う現行の基盤研究Ａのような規模の種目を、条件整備（審

査委員の育成、コメントフィードバック、プレスクリーニング等）を図り

つつ、設けることが考えられる。 

 

○ さらに、そもそも現在のような研究費の申請額による種目区分で応募・

審査を行うのではなく、趣旨を同じくする種目の中では申請額にかかわら

ず一括応募・審査として採択後に適正な配分額を決定する方法や、申請額

による種目区分を設けても、ある応募が上位種目で不採択となったが下位

種目の他申請と比べてなお優れていると認められる場合には下位種目で採

択する方法、若手研究者向けの種目を基盤研究種目に統合し、審査過程で

別枠を作る方法など、研究者ニーズに合わせた柔軟な科研費の在り方を可

能とする仕組みについて、理想の科研費の在り方に向けた大胆な検討を行

うことが必要である。 
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○ また、大規模科研費（現行の特別推進研究、新学術領域研究）について

は、グローバル化を踏まえた審査や評価の改善を検討することが求められ

る。さらに、そのような大型研究の枠組みの中で次世代の研究者を育成す

る仕組みや、研究者の自由な発想によるボトムアップで育った有望な研究

テーマを伸ばし、国際プレゼンスを戦略的に上げていくような仕組みを科

研費制度に内在化していくための検討が必要である。 

 

○ なお、前述のとおり、そもそも、近年の審査負担を極めて重くし、今後

の丁寧な審査の導入の障壁ともなり得る科研費応募数の大幅な増加の背景

には、「デュアルサポートシステム」の機能不全があると考えられるため、

科研費改革は学内資源の適切な再配分など大学改革による基盤的経費の確

保･充実と同時に行われることが必要である。 

 

（個人のアイディアや構想に基づく継続的な学術研究の推進） 

 

○ 第二は、優秀な研究者が、所属大学や年齢、性別などの属性にかかわり

なく自らのアイディアや構想に基づいて継続的に学術研究を推進できるよ

うにするという観点からの見直しである。 

  科研費の過度な集中は避けなければならないが、科研費と科研費以外の

競争的資金との関係を踏まえると、科研費における重複制限の在り方の見

直し、早期終了や最終年度前年度応募の活用、出産や育児などのライフイ

ベントに配慮した優れた研究の積極的な支援、海外大学に所属する研究者

による帰国後の研究再開を円滑にするための帰国前予約採択などにより、

優秀な研究者がその進展を踏まえながら継続的に研究を進めることができ

るようにする必要がある。その際、審査の負担の軽減と審査コスト再配分

の観点から、第一で指摘したプレスクリーニング等の導入を検討すること

も求められる。 

 

○ また、大型設備・高度機器の共用を推進するため、科研費としてのルー

ル整備や評価の在り方、機器の運用に関する大学等への支援方策について

更なる検討が必要であるとともに、科研費以外の研究費についても購入や
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利用についてのルールの共通化が求められる。 

 

（国際共同研究の推進と国際学術ネットワークの形成） 

 

○ 第三は、我が国が強い学問分野を中心に国際共同研究の推進や優秀な若

手研究者の相互派遣などによる国際的な研究者コミュニティにおける長期

にわたる確かなネットワークの形成の観点からの見直しと体制整備である。

科研費は個人の独創的な研究を支援するものであるが、その学術的な妥当

性は常に他者との交流・対峙
た い じ

から客観的に検証することが求められるとい

う観点から、また一方では、個人の研究の発展やそこから必然的に発展す

る学際・融合分野の推進のためにも、交流と連携のネットワーク構築は欠

かせないものと言える。 

 

○ この国際ネットワーク形成については、チームとしての集合知や既存ネ

ットワークを生かし、広い視野を持って若手研究者を育成しながら多様な

学術基盤に触れることによる人的交流を通しての学術の総合性や融合性を

強めていくものと、これらの基盤となる徹底した批判を経て初めて採択さ

れる個人の自由な発想において行うものの、それぞれの重要性がある。 

 

○ そのため、第一において、大規模科研費のグローバル化を踏まえた審査

や評価の改善の検討の必要性を指摘したが、これらの科研費種目において

は、卓越した研究者を中心とする国際共同研究のためのユニットを設けて

海外に研究者を派遣したり、海外研究者を招聘
しょうへい

したりすることなどを促し、

成熟社会である我が国の学術研究が国際的な研究者コミュニティをリード

し、国際社会における我が国の存在感を維持・向上することが求められる。 

 

○ また、一方で、個人が小規模な科研費で進める独創的な研究に対しては、

例えば現行の基盤研究（Ｂ）や若手研究（Ａ）といった種目を取得し、今

後の研究展開が期待できる実績を積んでいる研究者に対し、その必然性か

ら発展する海外研究者との共同研究への支援を行い、個人ベースの多様で

柔軟な交流関係を形成することも肝要である。 
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○ なお、人文学、社会科学の場合は、日本語・日本文化を基礎とし、また

それを研究対象としている特殊性もあり、その分析と経験を踏まえ、国際

的な学術情報流通にも資する電子書籍等の出版支援への転換や、学術雑誌

の国際共同出版に向けた研究者交流の推進など、海外発信への支援も不可

欠である。 

 

○ これらの国際学術ネットワーク形成に向けた科研費制度を検討する際に

は、科研費以外の国際学術交流事業や研究者海外派遣・招聘
しょうへい

事業のそれぞ

れの目的・役割・対象などを踏まえつつ、前述の目的を達するため、全体

として相乗効果が期待できるような制度設計が求められる。 

なお、このような国際ネットワークの海外ハブとしての役割が期待され

る海外の日本人研究者をどのように支援、活用するかについては、補助金

である科研費の資金管理や知財管理の点も含めて引き続き議論が必要であ

る。 

 

（人文学及び社会科学の役割） 

 

○ なお、第一と第三に関し、人文学及び社会科学は、問題設定、分析方

法など様々な面で、自然科学とは大きく異なる独自の学術分野を構成し

ているものがある。これらの分野において、自然科学と同様に、グロー

バリゼーションや科学技術の革新が新しい正義の思想や公平な社会的、

法的仕組みを探究させ、人間の認知の構造の探求を盛んにさせているこ

とに留意が必要である。人文学及び社会科学にも、独自に革新や新しい

発想が推進されなければならないことはまさに学術分科会「中間報告」

において整理された学術の役割 18で述べられているとおりである。さら

に、イノベーションとは、新たな技術開発だけではなく、新たな思想、

新たなビジネスモデル、新たな組織などを融合して新たな価値を生み出

す過程であり、人文学及び社会科学には、自然科学において出てきたア

イディアを社会に結びつける役割や、教養の涵養
か ん よ う

を通じて社会がイノ 

ベーションを受容していくことを助ける役割が期待されている。 

                                                   
18 本中間まとめ１ページ下段を参照 
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○ 特に、社会科学における社会事象の原因の探究には、独自の発見とと

もに発見の応用的側面も重要視される。経済的・社会的・国際的紛争、

過去から未来へと続く世代間の利害相反などの諸問題が、新しい形で解

を求めて登場している今日、学際的・分野融合的研究は、すべての研究

分野にわたる研究者に期待されており、グローバル化についても、従来

交わりの少なかった地域と地域、思想と思想を近づけ、そのことによっ

てこれまでの課題解決を越える問題が提起されていることへの認識が

必要である。例えば、紛争の変化の本質をとらえ、国家やコミュニティ、

さらには我々のライフスタイルに対する影響を探求する包括的な知的

プラットフォームを形成するといった学術的なアプローチにより、人文

学及び社会科学が人類社会に貢献できる期待は、軽視されてはならない。 

 

○ 東日本大震災後に学術分科会が取りまとめた「リスク社会の克服と知

的社会の成熟に向けた人文学及び社会科学の振興について（報告）」（平

成２４年７月）においても、人文学、社会科学にあっては、それ自体が

開発してきた独自の視点の展開のみならず、生命科学や新しい工学技術

など、関連する理工学の進展によって新たに直面する学術への広範な要

請に対応すべく、諸学との適切な連携をも視野に入れた戦略的な挑戦を

目指す結果として、知的社会の成熟化が実現できると捉えられている。

さらに、自然災害や少子･高齢化など世界に先んじて直面する多くの課

題がある我が国では、日本由来の学問領域を国際的な交流の場に引き出

すことを責務の一つと考え、リーダーシップを取ることで貢献･寄与す

ることが要請されている。 

 

（研究費の成果を最大化するための「学術研究助成基金」の充実） 

 

○ 第四として、平成２３年度から導入された「学術研究助成基金」につい

ては、第一で指摘した丁寧な審査の導入等により必要となるアワードイ 

ヤーの実現や第三の海外研究者との国際共同研究等の推進において、日本

側の会計年度の制約が共同研究上の支障になることのないようにするなど

研究費の成果を最大化する観点からその充実を図ることが必要である。 



34 
 

（研究成果の可視化と活用） 

 

○ 第五は、科研費の研究成果の一層の可視化と活用である。科研費の研究

成果を活用した科研費以外の競争的資金、特に、学術研究の成果を応用研

究・実用化研究につなぐ役割をする戦略的な基礎研究に関する競争的資金

による研究の推進の観点から、科研費成果等を含むデータベースの構築等

について、本部会での議論や「戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会」

報告書（平成２６年６月２７日）等を踏まえ、科研費成果等を含むデータ

ベースの構築等について取り組むことが求められる。また、大学改革や大

学共同利用機関、共同利用・共同拠点の在り方の見直しの検討においては、

科研費を含めた競争的資金改革との連動の視点も十分踏まえることが求め

られる。  
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５．科研費以外の制度に求められる改革の方向性 
 

（大学改革に求められること） 

 

○ 前述の「あるべき学術研究の姿」の実現、特に、研究活動・教育活動を

通じた人材の育成に向けた「デュアルサポートシステム」の「再生」のた

めには、学術分科会「中間報告」で指摘されている19ように大学改革は極め

て重要である。 

                                                   
19 運営費交付金等の基盤的経費については、以下のような大学の取組を前提として、

また、その取組の実践と相まって、国がその確保・充実に努める必要がある。大学に

おいては、明確なビジョンや戦略を立て、自らの役割を明確にした上で、当該戦略等

を踏まえて基盤的経費を配分することにより、その意義を最大化すべきである。例え

ば、 

・優秀な大学の教員が公的研究機関等のポストを兼ねたり異動したりするなど組織を

越えて卓越した教育研究を担うとともに、若手研究者が安定した環境で優れた研究

活動を行うことができるような人事・給与システムの改革 

・例えば、物理学、化学、材料科学、免疫学、生物学・生化学など我が国が世界の先

頭を競っている分野や人材育成に関し世界から注目されている分野などを中心に、

各分野や国際社会の人材ニーズも踏まえつつ、国内外の優秀な若者、企業等の優秀

な人材を集め、公的研究機関とも連携しながら知的に成長させる卓越した大学院の

課程の形成 

・リサーチ・アドミニストレーターやグローバル担当職員など専門人材の積極登用や

大学職員全体の資質の向上、教員と職員の協働の推進など、研究支援体制の強化や

大学事務局改革 

・個々の研究者の独創的な個性と組織としての大学の戦略を両立させる強靭
きょうじん

なガバ

ナンスの確立と教育研究組織の最適化 

・組織の枠を越えた研究者の知の融合を促進するとともに、限られた人材・資源の効

果的・効率的な活用を図るため、施設・設備や図書・史料等の機関内外での共同利

用・共同研究の一層の推進 

・多様な教育研究活動の場となるキャンパスや施設について、知的交流を促進するよ

う快適で豊かなものにするための取組 

などのために、学内外の資源の再配分や共有を行うことが求められる。なお、国立大

学については、既に進展している「国立大学改革プラン」を着実に実行することが必

要である。 
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  大学が自らのビジョンや戦略に基づいてその役割を明確にすること、大

学院教育を飛躍的に充実させること、若手研究者への厳正な審査を経てテ

ニュア・ポストを大胆に提供して大学が比較優位を持つ分野を強力に推進

すること、その比較優位を活用して融合分野を推進すること、将来の飛躍

に結び付く水準の高い学術研究の多様性を確保することが、いま強く求め

られている。 

 

○ この改革を実行する際には、例えば、「国立大学改革プラン」や「国立大

学改革基本方針」などで指摘されているように、今後の人口動態や教員に

対する新規需要の展望を踏まえて教員養成学部の量的縮小や、多様な教育

研究の役割のいずれにも十分に貢献していない教員組織の転換を図るなど、

教育研究組織の再編成を行うことに踏み切る必要がある。とはいえ、学術

研究の価値は、研究者の自由な発想や構想に基づく研究成果の評価に厳格

に基づいて判断されることは当然である。学内資源の効率的な再配分の目

的は、教育・研究の卓越性や全学的なビジョン・戦略に基づいて深慮に満

ちた意思決定とその実装を断行し、大学の学術研究の将来軌道を敷設する

ために、優秀な若手研究者を確保してその研究環境を改善すること、既存

の中堅研究者に対しても新たな研究への意欲的な飛躍の機会を提供するこ

と、異動してきた研究者の初期セットアップ費用を衡平にカバーして、新

たな研究環境を飛躍の踏み台とすること、共同利用大型設備のサポーティ

ングスタッフなど研究支援職員の確保することにあることを思えば、この

ような学内の資源配分を行いつつ基盤的経費の確保・充実を図ることは、

我が国における研究の潜在能力を高め、将来世代が学術研究に踏み出す基

礎を構築するために、今や不可欠な重要性を持つというべきである。また、

競争的研究資金等の間接経費についても、このような全学的な学術基盤の

強化の観点から配分されることが必要である。 

  その際、文部科学省においても国立大学の機能強化の方向性に対応した

制度の枠組みを細心に検討する必要がある。 
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（科研費以外の競争的資金改革に求められること） 

 

○ 近年、競争的資金制度のスクラップ・アンド・ビルドにより、イノベー

ションや「課題解決型」を趣旨とする制度の新設が増加している20。競争

的研究資金制度に不断の見直しが求められるのは当然であり、また、それ

らの制度の設立は社会の要請に基づくものではあるが、一方で、これらの

制度が実際に研究現場に与える影響についても十分に考慮する必要がある。

例えば、経済産業省の産業構造審議会においては、国立大学法人改革以降、

運営費交付金が減額され競争的資金が増額されてきたが、近年、大学等に

おいて、競争的資金の申請等に係る手間の増大や、選択と集中を進めてき

たため特定領域に研究資金が集中し、ともすると目先の研究資金が獲得し

やすい研究を志向する等、研究活動が制約されているとの見方や、基礎研

究分野における研究内容の多様性や独創性は、革新的技術シーズの萌芽
ほ う が

を

生み出す土壌として非常に重要で優れた技術シーズになるかどうかは研究

段階ではわかりにくい場合もあることから、独自性のある研究を継続して

行うことも重要であるにもかかわらず、研究資金が多い分野に研究者が集

まり、短期的な成果が出る研究のみに携わる流れが生じ、基礎研究の多様

性が失われているとの指摘があった21。 
 

○ イノベーションの源泉となる学術研究を担う大学の機能不全を招くこと

は、ひいては我が国のイノベーションの活力そのものを阻害しかねず、政

府全体での競争的資金改革の検討に当たっては、イノベーションシステム

全体の強化の観点から、競争的資金制度全体を俯瞰
ふ か ん

し、バランスの取れた

設計が望まれる。その際、成熟社会においては基礎研究、応用研究、開発

研究、実用化といった単純なリニアモデルが必ずしも妥当しないことを踏

まえ、基盤的経費から競争的資金全体を見渡した上で研究費として成果を

最大化する適正な規模とすることが求められる。 

                                                   
20 例えば、科学技術振興機構研究開発戦略センターの資料によれば、「競争的な性格を持

つ科学技術関係経費事業」は平成１３年度の１０事業から平成２５年度には２３事業に増

加し、うち１４事業が「研究開発（実用）」に位置づけられている。 
21 産業構造審議会産業技術環境分科会研究開発・評価小委員会中間とりまとめ（平成２６

年６月１７日） 
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○ このように、科研費以外の競争的資金についても、学術研究の多様性の

確保、学術政策・大学政策・科学技術政策の連携、広く社会でイノベーシ

ョン創出を担う人材の育成といった基本的な考え方を横串に位置づけて改

善を図ることが期待され、例えば、 
・ 資金の趣旨・目的を踏まえた透明性の高いプログラムの設計と評価、

それぞれの役割分担を明確にした上での相互連携（競争的資金マップの

作成）、 
・ 厳格で公正なサイエンス･メリットを前提とした審査・配分と成果評価、 
・ 競争的資金で雇用されるポスドクの研究者や研究支援者としての今後

のキャリアパスの確保についての大学との対話や施策の展開、 
・ サイエンスマップや科研費等の研究成果等にかかるデータベースの充

実・活用、 
などが求められる。  
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おわりに 
 
（２１世紀にふさわしい学術研究と科研費改革－研究費改革のさきがけとし

て） 
 
○ 学術研究は、研究活動と教育活動を通じて、人材を育成する。そして、

それが異なる研究分野間であれ、異なる国同士であれ、あるいは学術界と

産業界の間であれ、人が移動するのに伴って知識が運ばれ、交流が起こる

ことで自
おの

ずと醸成される新たな「知」の枠組みからイノベーションが発生

する。例えばアメリカのシリコン・バレー22や欧州のメディコン・バレー23

において、大学と社会（産業界）との人材循環や積極的な協同が新たな高

度知識産業を生み出し、産業と文化に影響を与えてきたのはよく知られた

例であろう。そして我が国においては、学術研究というイノベーションの

苗床に自由に選ばれ播
ま

かれたアイディアの種が発芽し、若葉を経て豊かな

成長を遂げることを支える役割をこれまでも果たしており、今後とも更に

力強い学術育成の制度の中心となるのは、科研費である。 
 

○ 国内最大の競争的資金である科研費を、「不易たるもの」は維持しながら、

より自由で活動的な学術研究を創造していく自律した制度に変革すること

は、学術の多様性の進化を保証しつつ、研究の「卓越性」の上に「挑戦性、

総合性、融合性、国際性」を創出すること、研究者の多様なキャリア形成、

特に若手研究者の自立を支援し、研究活動を通じて次世代を育成すること、

大学等研究機関の研究力強化と各機関のミッションに応じた組織戦略を実

現すること、また、複雑化・予測困難化する国際社会の中で、学術に立脚

した文化国家としての日本の発信と世界が共有する課題の解決への貢献に

より、研究者ネットワークのソフトパワーによる国際協調を図ることを現

実のものとし、我が国が「世界で最もイノベーションに適した国」となる

                                                   
22 アメリカ・カリフォルニア州サンフランシスコにおける、スタンフォード大学等の大学

を核として半導体産業や大手コンピューターメーカー、ソフトメーカー、ハイテクベンチ

ャーなどの IT 企業、研究所や関連企業が密集した地域の通称。 
23 デンマークとスウェーデン南部の 2 か国にまたがる、コペンハーゲン大学、ルンド大学

や製薬企業群、更にそれらを母体とする多数のスピンオフベンチャーを擁するバイオクラ

スターの名称。 
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道を拓
ひら

く。学術研究が「国力の源」である所以
ゆ え ん

は、ただ我が国の経済成長

や科学技術の発展のみならず、イノベーションの基盤となる社会の文化基

盤や国際的な相互信頼をも育み支えるところにある。 
 

○ このたびの研究費部会での議論は、昭和４３年に制度の基礎が確立して

以来、初めての抜本的な科研費改革に向けた検討であると同時に、今後政

府全体で始まる競争的資金改革やイノベーションシステム形成の議論のさ

きがけである。学術コミュニティ自らの主導で内外の関係者による真摯
し ん し

な

対話を重ね、大学改革、他の競争的研究資金改革と共になって、２１世紀

にふさわしい科研費改革を実行し、ダイナミックに変貌し豊かに発展して

いく知的基盤社会における新たな学術の姿を社会に示していくことが、我

が国の将来のために必要である。 
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【別添１ 科研費の成果例】 

 

 科研費は、我が国の科研費の応募資格を有する研究者約 27 万人中のトッ

プ層６～７万人を支援し、学術研究活動の根幹を支えるとともに、日本の

論文算出活動の量及び質の面24、図書刊行や特許出願25、ノーベル賞受賞26及

び科学上のブレークスルーをもたらした研究27や地域社会・地域経済に貢献

する研究28の萌芽
ほ う が

期において大きな役割を果たしている。 

                                                   
24 1990 年代後半から 2000 年代後半にかけて、科研費が関与した論文数及び被引用度ト

ップ 10％論文数は増加傾向。また、科研費関与論文に含まれる被引用度トップ 10％論文

の割合は 10％を超えるのに対し、科研費が関与していない論文における被引用度トップ

10％論文の割合は 5％台。 
25 科研費による図書の生産数：2 万件、産業財産権出願数：2 千件（平成 23 年度実績） 
26 ノーベル賞受賞に発展した科研費支援研究の例 
 ・白川英樹 筑波大学名誉教授 
  「ポリアセチレンフィルムの半導体としての研究」（1969 年度～）を基盤として、ポ

リアセチレンの薄膜化で導電性ポリマーを開発し、化学賞（2000 年）受賞 
 ・山中伸弥 京都大学 iPS 研究所長 
  「全能性細胞で特異的に発現する遺伝子群の機能解析」（2001 年度～）を基盤として、

ヒト人工多能性幹細胞（iPS 細胞）を樹立し、生理学・医学賞（2012 年）受賞 
27 我が国社会や人類にブレークスルーをもたらした科研費支援研究の例 
 ・有機ＥＬ素子の研究（城戸淳二 山形大学教授） 
  白色発光素子の開発に実用化レベルで成功。将来的な市場規模は約 5 兆円、白色有機

ＥＬがディスプレイにも応用された場合 14～15 兆円が見込まれている。 
・レーザー光の導波伝送に関する基礎研究（末松安晴 東京工業大学栄誉教授） 
超高速・長距離光ファイバー通信の端緒を開拓。世界的規模の大容量長距離光ファイ

バー通信技術の発展に寄与。 
28 地域社会や地域経済に地道な貢献をした科研費支援研究の例 
・食品の機能に関する系統的研究（藤巻正生 東京大学・お茶の水女子大学名誉教授） 

「機能性食品」という新しい概念を学術的に確立。「特定保健用食品」の制度化に貢献。

関連商品の市場規模は平成 23 年には 5,175 億円に成長。 
・「信頼」に関する研究（山岸俊男 一橋大学特任教授） 
信頼される側からの研究と信頼する側からの研究を統合し、社会心理学のみならず、

経済学、政治学、社会学、人類学などの関連分野に共通の理論的・実証的基盤を提供。 
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【別添２ 科研費の種目とその審査体制（２５年度）】 

 

研究種目 等 研究種目の目的・内容 新規応募
件数/採
択件数 

第1段（書面）
審査 

第2段（合議）
審査 

審査結果の
開示 

科学研究費  
 特別推進研究 国際的に高い評価を得ている研究であって、

格段に優れた研究成果をもたらす可能性の

ある研究 

（期間３～５年、１課題５億円程度を応募総

額の上限の目安とするが、上限、下限とも制

限は設けない） 

112  /  15 

 

（ヒアリング

実施数は採択

件数の２倍程

度） 

13～26名からなる

3小委員会の委員

が書面審査 

 

国内外の研究機関

に所属する審査意

見書作成者（各3名

）が審査意見書等

を作成 

審査委員（合議審

査委員と同一）が

ヒアリングを行う

研究課題を選定 

審査・評価第一部

会に置く３小委員

会（56 名）でヒア

リングを実施し、

合議 

 

審査・評価第一部

会に置く運営小委

員会（11 名）にお

いて、採択研究課

題を決定 

応募者全員に、委

員会における審査

結果の所見を開示 

 新学術領域研究 

※ 

（研究領域提案型） 

研究者又は研究者グループにより提案され

た、我が国の学術水準の向上・強化につなが

る新たな研究領域について、共同研究や研究

人材の育成等の取り組みを通じて発展させ

る 

（期間５年、単年度当たりの目安1領域 １

千万円～３億円程度） 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

15～25名程度から

なる4委員会の委

員が書面審査 

 

審査委員（合議審

査委員と同一）が

ヒアリングを行う

研究領域を選定 

 

審査意見書作成者

（各3名）が審査意

見書等を作成 

15～25名程度から

なる4委員会でヒ

アリングを実施し

、合議 

 

審査部会において

、採択研究領域・

課題を調整・決定 

 

全ての応募領域に

対して審査結果の

所見を開示 

基盤研究 （S）１人又は比較的少人数の研究者が行う

独創的・先駆的な研究 

（期間 原則５年、１課題 5,000万円以上 ２

億円程度まで） 

 

（A）（B）（C）１人又は複数の研究者が共同

して行う独創的・先駆的な研究 

       （期間３～５年）  

 （応募総額によりA・B・Cに区分） 

 

 (A)  2,000万円以上 5,000万円以下 

◎(B)   500万円以上 2,000万円以下 

★(C)    500万円以下 

（S）585 / 87 

（ヒアリング

実施数は採択

件数の２倍程

度） 

 

（A）2,300 

   / 541 

 

（B）10,205 

 / 2,523 

 

（C） 33,871 

  / 10,127 

（S）6名の審査委

員（合議審査委員

と異なる）が専門

的見地から実施 

・5段階の絶対評価 

 

（A）（B）（一般） 

6 名の審査委員（合

議審査委員と異な

る）が専門的見地

から実施 

・5 段階の相対評価 

 

（A）（B）（海外学

術調査） 

16～20 名からなる

4 小委員会の審査

委員が書面審査 

・5 段階の相対評価 

 

（C）4名の審査委

員（合議審査委員

と異なる）が専門

的見地から実施 

・5 段階の相対評価 

 

 

（S）審査・評価第

二部会に置く15小

委員会（155 名）で

ヒアリングを実施

し、合議 

 

審査・評価第二部

会に置く運営小委

員会（17 名）にお

いて、採択研究課

題を決定 

 

（A）（B）審査第一

部会に置く運営小

委員会（24 名）及

び23小委員会（438

名）で合議 

 

（C）審査第二部会

に置く運営小委員

会（25 名）及び 24

小委員会（438 名）

で合議 

（S）ヒアリング実

施者全員に、委員

会における審査結

果の所見を開示。

不採択者のうち審

査結果の開示を希

望する者に、第１

段審査の４段階の

評定要素につい

て、不十分と評価

された項目の定型

所見を開示 

（A）（B）（C）第１

段審査の４段階の

評定要素につい

て、不十分と評価

された項目の定型

所見を開示 

 挑戦的萌芽研究 独創的な発想に基づく、挑戦的で高い目標設

定を掲げた芽生え期の研究（期間１～３年、

１課題  500万円以下）★ 

13,865 / 

3,582 

4名の審査委員（合

議審査委員と異な

る）が専門的見地

から実施 

・総合評点を4段階

の絶対評価で付す

とともに、総合評

点の最上位の研究

課題について2段

階の相対評価（Ａ

Ａ：上位5％、Ａ：

上位6～25％）を実

施 

審査第二部会に置

く運営小委員会

（24 名）及び 23

小委員会（438 名）

で合議 

・第一段審査にお

いて最上位の研究

課題に付された相

対的な2段階評価

の結果を重視しつ

つ合議 

第１段審査の４段

階の評定要素につ

いて、不十分と評

価された項目の定

型所見を開示 
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 若手研究 （A）（B）39歳以下の研究者が１人で行う研

究 

（期間２～４年、応募総額によりＡ・Ｂに区

分） 

 

◎(A)500万円以上 3,000万円以下  

★(B)              500万円以下 

（A）1,779   

   /394 

 

 

 

（B）20,330 

  / 6,079 

（A）(B) 4名の審

査委員（合議審査

委員と異なる）が

専門的見地から実

施 

・5 段階の相対評価 

 

（A）審査第一部会

に置く運営小委員

会（24 名）及び 23

小委員会（438 名）

で合議 

 

（B）審査第二部会

に置く運営小委員

会（24名）及び23

小委員会（438名）

で合議 

 

第１段審査の４段

階の評定要素につ

いて、不十分と評

価された項目の定

型所見を開示 

 

 研究活動スタート 

支援 

研究機関に採用されたばかりの研究者や育

児休業等から復帰する研究者等が１人で行

う研究 

（期間２年以内、単年度当たり150万円以下） 

3,645 / 908 

 

4 名の審査委員（合

議審査委員と同

一）が専門的見地

から実施 

・5 段階の相対評価 

 

審査第三部会に置

く運営小委員会（9

名）及び8小委員会

（220名）で合議 

第１段審査の４段

階の評定要素につ

いて、不十分と評

価された項目の定

型所見を開示 

奨励研究 

 

 

教育・研究機関の職員、企業の職員又はこれ

ら以外の者で科学研究を行っている者が１

人で行う研究 

3,876 / 712 2名の審査委員（合

議審査委員と同一

）が書面審査 

・3 段階の相対評価 

奨励研究部会に置

く運営小委員会(4

名)及び３小委員

会（90名）で合議 

（不採択者に、審

査希望分野におけ

る書面審査結果の

おおよその順位を

開示） 

 

注１）※印の研究種目の審査・交付は文部科学省が行っている。 
注２）★印の研究種目（基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、若手研究（B））のうち、平成 23 年度以降 

に新規に採択された研究課題については、「学術研究助成基金助成金」（基金化）により実施し 
ている。 

注３）◎印の研究種目（基盤研究（B）、若手研究（A））のうち、平成 24 年度に新規に採択された研究 
課題（以下、「科研費（一部基金分）」という。）については、「学術研究助成基金助成金」（基金 
化）により実施している（研究費総額のうち 500 万円以下）。 
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            【別添３ 日本、米国、英国、ドイツのファンディングエージェンシーにおける審査体制の比較】                  

  
米国 

（ＮＳＦ） 

米国 
（ＮＩＨ） 

英国 
（ＭＲＣ） 

ドイツ 
（ＤＦＧ） 

日本 
（科研費） 

資金
総額 

研究及び関連予算 
約 5,689 億円 

（約 56 億 8,900 万ドル） 
（2012 年度） 

約 1 兆 6,489 億円 
（164 億 8,900 万ドル） 
うち R01 型グラント 
約 1 兆 1,022 億円 

（約 110 億 2,186 万ド

ル）（2012 年） 

約 1,304 億円（約￡766.9 
ｍ）（2012/13 年） 

うちボトムアップ分約
569 億円（￡334.6ｍ） 

DFG 全プログラム予算

約 3,748 億円 
（26 億 7,690 万ユーロ） 

うち個人グラント 
約 1,291 億円 

（9 億 2,240 万ユーロ） 
（2012 年） 

約 2,318 億円 
（平成 25 年度） 

年間
審査
件数 

約 4 万 9 千件 約 5 万 1 千件 約 2,000 件 
約 1 万 3 千件 

（個人グラント） 
約 10 万件 

審査
の 
流れ
と仕
組み 

※どのような審査体制を
採用するかは、プログラ

ムディレクターの裁量に
任されている。 
プログラムオフィサー

は、数十万件のレビュー
アー候補者データベース
に加え、個人の知識、申

請者が提案する者、ジャ
ーナル等の情報に基づき
レビューアーを選定 
審査の延べ件数は約19万
件（約 46,000 件の申請を
平均 4.1 人がレビュー） 
一般には以下のいずれか
の方法によりレビュー。 
 
○メールレビュー 
・１課題あたり 3 名以上
のレビューアーが評価 
・対象となった申請件数
は約 2,600 件 
○パネルレビュー 
・対象となった申請件数
は約 30,700 件 
・遠隔会議システム等を

利用した仮想パネルの場
合もあり 
○メールとパネルの併用

レビュー 
・メールとパネルの双方
により行われるレビュー

で対象となった申請件数
は約 12,900 件 
 
・無償でレビューを行う。 
 
○プログラムオフィサー

が採否の案を作成。 
（上位のプログラムディ
レクター等が承認。） 

①スタディ・セクション 
・セクション数：170 
・審査員総数：約 1,700
名。 
・1 セクション 20～30
名の審査員。 
・1 セクションで審査さ
れる研究計画書は 50～
120 件。各研究計画書の
審査は3名の審査員で審
査（primary, secondary, 
discussant と役割が割
り当てられる）。審査員
毎に割り当てられる研

究計画書は 10 件前後。 
・審査員の任期は 4 年。 
・チェアマン（概ね 4 年

目の審査員）が議事運営
を担当。 
・審査員のほか、科学評

価官、研究所のプログラ
ム・ディレクター等が参
画。 
→グラント採択候補者
リストの作成。 
※スタディ・セクション

によってはメールレビ
ューが行われる場合も
ある。 
 
②各研究所における顧
問 会 議 （ advisory 
council) （二次審査） 
・顧問会議の数：27（＝
研究所数） 
・評価者の数：約 480 名 
→グラント採択候補者
リストの作成。 
 
③各研究所長が採否を
決定。 

①予備審査 
－国内外の専門家による

審査 
・一申請書当たりの審査
者：3 名以上 
・審査員総数；約 18,000
名（約 7,500 名は国内機
関、約 10,400 名は国外

機関所属） 
・審査者の意見を踏まえ
て委員長・副委員長が本

審査対象リストを作成 
 
②本審査 
－委員会における合議審
査 
・委員会数：大４（小 12
で構成） 
・委員数：約 200 名 
・審査に先立ち、審査対

象者は予備審査時コメン
トに対して意見表明可。
同意見は委員会開催前に

委員に届けられる 
・一回約 40 件を審査 
・審査対象と近しい専門

分野の委員 2 名が審査を
主導 
・採否は予算を持つ委員

会毎に決定 
・成功率 20～25％ 
※審査後、非審査者は審

査の理由を受領 

①ピアレビュー 
・国内外の各分野の専門

家(ピアレビューアー)に
よる申請書類の審査。 
・プログラムディレクタ

ーが各プログラムの審査
をピアレビューアーに依
頼。 
・ピアレビューアーはス
テートメント(意見)を提
出。 
・ピアレビューアーは年
間約 1 万名。無償で行う。 
・各申請について通常２

名のレビューアーが評
価。 
 
②レビューボードによる
審査 
・学会等から選出された

メンバーで構成。 
・レビューボードの数は
48、ボードの委員数は

606 名。 
・ピアレビューアーは適
切に選出されたか、及び

①で提出されたステート
メントの内容について審
査し、採択候補案件を選

定。 
 
③ DFG 合 同 委 員 会

（Joint Committee）に
よる審査 
・DFG 評議会、及び連邦

政府、州政府、ドイツ科
学人文振興寄付者協会の
代表者計 39 人により構

成される合同委員会にお
いて採否の決定を行う。 

①書面審査 
・審査員の数：約 4,300
名 
・細目の数：319。 
・1 つの細目に 4～6
名の審査員 
→評点（5～1）及びコ
メント 
 
②委員会等における合
議審査 
・委員会の数：49 
・委員会は 9～30 名で
構成。 
・主査が議事運営を担
当。 
・審査員のほか、学術

調査官（27 名）等が参
画。 
→書面審査の結果に基

づき、広い立場から総
合的に審議。 
 
③審議会（科学研究費
補助金審査部会）にお
いて議決 

審 査
支 援
組織 

プログラムオフィサー
（常勤）：497 名 

 MRC 
Reserch Programmes 
Group：17 名 
(RCUK Shared 
Services Center Ltd が
支援) 

 学術システム研究セン
ター 
主 任 研 究 員 （ 非 常

勤） ：19 名 
専門研究員（非常勤）： 
103 名 
(男性 109 名；女性 13
名）（平成 25 年度） 

※NIH 予算は総額約 3兆 852 億円、研究プロジェクトグラント全体では 1兆 6,489 億円。このうち R01 は約３分の２を占める。 

※1ドル＝100 円、1ポンド＝170 円、1ユーロ＝140 円で換算。 



参 考 資 料 

 

 

１ 第７期科学技術・学術審議会学術分科会委員名簿  

 

２ 第７期科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会委員名簿 

 

３ 「我が国の学術研究の振興と科研費改革について(第７期研究費部会

における審議の報告)（中間まとめ）」に係る審議経過 

 

４ 科研費制度を巡る状況 

  １．成熟社会における学術研究 

  ２．科研費制度の展開 

  ３．科研費をめぐる国際的動向 

  ４．科研費に関する指摘（アンケート調査結果） 

  ５．学術政策、大学政策、科学技術政策の連携強化 

  ６．科研費による成果の創出 
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第７期 科学技術・学術審議会学術分科会 委員名簿 
 

（委員：１４名） 

秋 池 玲 子    株式会社ボストンコンサルティンググループ 

シニア･パートナー＆マネージング・ディレクター 

      安 西 祐一郎    日本学術振興会理事長 

      奥 野 正 寛    武蔵野大学経済学部教授、東京大学名誉教授 

      甲 斐 知惠子    東京大学医科学研究所教授 

   鎌 田  薫     早稲田大学総長 

      北 岡 伸 一    政策研究大学院大学教授、国際大学長 

  ○佐 藤 勝 彦    自然科学研究機構長 

      髙 橋 淑 子    京都大学大学院理学研究科教授 

      柘 植 綾 夫    科学技術国際交流センター会長、元日本工学会会長 

      西 尾 章治郎    大阪大学大学院情報科学研究科特別教授・ 

                 サイバーメディアセンター長 

      羽 入 佐和子    お茶の水女子大学長 

      濵 口 道 成    名古屋大学総長 

    ◎平 野 眞 一    上海交通大学致遠講席教授・平野材料創新研究所長、 

名古屋大学名誉教授 

 

（臨時委員：１６名） 

      荒 川 泰 彦    東京大学生産技術研究所教授 

      伊 藤 早 苗    九州大学応用力学研究所教授 

      大 沢 眞知子    日本女子大学教授 

      亀 山 郁 夫    名古屋外国語大学長 

      北 岡 良 雄    大阪大学大学院基礎工学研究科教授 

      金 田 章 裕    京都大学名誉教授 

      小 安 重 夫    理化学研究所統合生命医科学研究センター長代行 

      鈴 村 興太郎    早稲田大学栄誉フェロー、日本学士院会員 

      瀧 澤 美奈子    科学ジャーナリスト 

      武 市 正 人    大学評価・学位授与機構研究開発部長・教授 

      谷 口 維 紹    東京大学生産技術研究所特任教授 

      鍋 倉 淳 一     自然科学研究機構生理学研究所教授 

      西 川 恵 子    日本学術振興会監事 

      野 崎 京 子    東京大学大学院工学系研究科教授 

      藤 井 孝 蔵    宇宙航空研究開発機構大学・研究機関連携室室長、

宇宙科学研究所教授 

      宮 下 保 司    東京大学大学院医学系研究科教授 

 

（５０音順、◎ 分科会長、○ 分科会長代理） 

（平成 26 年８月 27 日現在） 
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第７期 科学技術・学術審議会学術分科会 

研究費部会 名簿 

                                                                    

（委員） 

   奥 野 正 寛    武蔵野大学政治経済学部教授 

   甲 斐 知惠子    東京大学医科学研究所教授 

   北 岡 伸 一    政策研究大学院大学教授、国際大学学長 

    ◎佐 藤 勝 彦    自然科学研究機構長 

     髙 橋 淑 子    京都大学大学院理学研究科教授 

     柘 植 綾 夫    公益社団法人科学技術国際交流センター会長、

元日本工学会会長 

     濵 口 道 成    名古屋大学総長 

     平 野 眞 一    上海交通大学致遠講席教授・平野材料創新研究所長、 

                           名古屋大学名誉教授 
     

（臨時委員） 

     大 沢 眞知子    日本女子大学人間社会学部教授 

     北 岡 良 雄    大阪大学大学院基礎工学研究科教授 

     金 田 章 裕    京都大学名誉教授 

     小 安 重 夫    理化学研究所統合生命医科学研究センター長代行 

     谷 口 維 紹    東京大学生産技術研究所特任教授 

     鍋 倉 淳 一    自然科学研究機構生理学研究所教授 

     西 川 恵 子    日本学術振興会監事 

     野 崎 京 子    東京大学大学院工学系研究科教授 

     

（専門委員） 

  上 田 修 功    ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所前所長 

機械学習・データ科学センタ長 

 

（５０音順、◎ 部会長）       

（平成 26 年８月 27 日現在） 
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「我が国の学術研究の振興と科研費改革について(第７期研究費部

会における審議の報告)（中間まとめ）」に係る審議経過 

 

 

平成 26 年 

２月 26 日 研究費部会（第７期第６回） 

科学研究費助成事業（科研費）など研究費の在り方について自由討議 

 

４月 ８日 研究費部会（第７期第７回） 

科学研究費助成事業（科研費）など研究費の在り方について自由討議 

ヒアリング 

 

４月 21 日 研究費部会（第７期第８回） 

科学研究費助成事業（科研費）など研究費の在り方について自由討議 

ヒアリング 

 

５月 14 日 研究費部会（第７期第９回）  

科学研究費助成事業（科研費）など研究費の在り方について自由討議 

ヒアリング 

 

６月 17 日 研究費部会（第７期第 10 回）  

整理素案について審議 

 

７月 １日 研究費部会（第７期第 11 回）  

整理素案について審議 

 

７月 16 日 研究費部会（第７期第 12 回）  

整理素案について審議 

 

８月 18 日 研究費部会（第７期第 13 回） 

「我が国の学術研究の振興と科研費改革について(第７期研究費部会

における審議の報告)（中間まとめ）」について審議 

 

８月 27 日  第５７回 学術分科会 

「我が国の学術研究の振興と科研費改革について(第７期研究費部会

における審議の報告)（中間まとめ）」について審議 



科研費制度を巡る状況

１． 成熟社会における学術研究
２． 科研費制度の展開
３． 研究費をめぐる国際的動向
４． 科研費に関する指摘（アンケート調査結果）
５． 学術政策、大学政策、科学技術政策の連携強化
６． 科研費による成果の創出

１． 成熟社会における学術研究
科学技術振興費、科学技術関係経費とその他の経費の推移

出典：平成２６年度予算の編成等に関する建議（平成２５年１１月２９日財政制度等審議会）



サイエンス
マップ2012

日本 英国 ドイツ

農業科学 13 5 5 7
生物学・生化学 17 4 12 10
化学 62 28 34 35
臨床医学 146 45 106 92
計算機科学 12 3 8 3
経済・経営学 11 0 5 7
工学 52 10 19 15
環境/生態学 11 0 8 6
地球科学 28 18 25 21
免疫学 4 1 2 1
材料科学 12 4 0 7
数学 29 5 10 9
微生物学 6 4 5 4
分子生物学・遺伝学 11 3 9 6
神経科学・行動学 22 6 15 12
薬学・毒性学 5 0 3 1
物理学 82 42 56 60
植物・動物学 31 18 22 21
精神医学/心理学 16 1 9 6
社会科学・一般 27 1 18 7
宇宙科学 8 4 7 7

218 72 126 118

823 274 504 455

分野
に軸足を

持つ
研究領域

の数

学際的・分野融合的領域の数

総計

○ サイエンスマップ2012の823研究領域において、英国やドイツはTop1％論文数1以上の研究領

域（参画領域）の割合が約6割であるのに対し、日本は274領域（33％）に留まる。

○ 時系列で確認すると、日本の参画率は低下傾向にある。

○ 英国やドイツと、日本の参画領域数の差が大きいのは、学際的・分野融合的領域や臨床医学の研究領域

である。

サイエンスマップ2012における日英独の参加領域数の比較（コアペーパで判断）

データ：科学技術・学術政策研究所がトムソン・ロイター社 ESI・リサーチフロントデータ(NISTEP ver.)を基に、集計、分析を実施。

＜日本の参画率＞

サイエンスマップ2008 
263/647(41%)

サイエンスマップ2010 
278/765(36%)

サイエンスマップ2012 
274/823(33%)

我が国の研究の多様性 ～サイエンスマップ2012における日英独の参加領域数の比較（コアペーパーで判断）～

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、
サイエンスマップ2010＆2012、NISTEP REPORT 
No.159、2014年7月

○ 英独と比較すると、スモールアイランド型（過去のサイエンスマップとの継続性がなく、他の研究
領域との関与が弱い研究領域）での参画に大きな差がある。

○ 化学に軸足を持つ研究領域では、アイランド型とコンチネント型で差を付けられているが、物理
学に軸足を持つ研究領域ではスモールアイランド型とペニンシュラ型で差を付けられている。

（出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、サイエンスマップ2010＆2012、NISTEP REPORT No.159、2014年7月

我が国の研究の多様性 ～Sci-GEOタイプと分野の参画状況～



出典：第４期科学技術基本計画を踏まえた科学技術国際活動の戦略的展開について（平成２５年１月科学技術・学術審議会国際委員会）

○ 我が国は世界の中で論文数、高被引用度論文数、各国の国際共著相手としてのシェアを次第に
失いつつあり、研究上の国際競争力、影響力の相対的な低下が懸念されている。

我が国の研究の国際性

○ 我が国は世界の中で論文数、高被引用度論文数、各国の国際共著相手としてのシェアを次第に
失いつつあり、研究上の国際競争力、影響力の相対的な低下が懸念されている。

外国人研究者の推移

○日本における外国人研究者の数は、２００１年以降減少傾向。
○米国においてポスドクの７割は、外国生誕の研究者（うち日本人は５％）。

出典：NISTEPブックレット「イノベーション人材育成をめぐる現状と課題」



【ポストドクター等】
博士の学位を取得後、任期付で任用される者※であり、①大学等の研究機関で研究業

務に従事している者であって、教授・准教授・助教・助手等の職にない者、②独立行政法
人等の研究機関において研究業務に従事している者のうち、所属する研究グループの
リーダー・主任研究員等でない者を指す。（博士課程に標準修業年限以上在学し、所定
の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学者」）を含む。）

※研究機関の規定等に基づいて受け入れられ研究活動に従事している者であれば、研究機関と
の雇用関係がなく給与等の支払いがない場合であっても、本調査の対象となる。

出典：ポストドクター等の雇用・進路に関する調査－大学・公的研究機関への全数調査（2009 年度実績）－（2011 年12 月 文部科学省 科学技術政策研究所）

ポストドクター等の雇用財源

文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援に関する基本方針
～雇用する公的研究機関や研究代表者に求められること～（平成23 年12 月20 日 科学技術・学術審議会 人材委員会） 参考資料

ポストドクターと企業の研究者の専門分野別構成比



○ 大学全体で約26％が任期付雇用。若手（35歳以下）は、半数以上が任期付。
○ 国立大学における任期適用率は2001年から2006年にかけて2.7％から14.8％に増加。任期付雇用者数は約5.3倍に
増加。

出典：「科学技術人材に関する調
査～研究者の流動性と研究組織
における人材多様性に関する調
査分析～」（2009年3月 科学技
術政策研究所）

○ 才能ある学生が博士課程に進まない傾向が強まり、研究活
力がさらに弱体化する悪循環。
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35.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000
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修士修了者数

博士入学者数

入学者割合

（修士修了者と博士入学生との関係）

（出典：学校基本調査）

○ 基盤的経費は専任教員人件費に充当、競争的資金により若手
研究者は任期付ポストに就く傾向

○ 優秀な若手研究者の常勤ポスト待ち長期化が顕著

（教員在籍状況）

（出典：東京大学五神教授作成資料）

出典：平成25年4月23日産
業競争力会議 下村文部
科学大臣説明資料

若手研究者の状況

○ 「ライフサイエンス」、「情報通信」等の特定目的の研究費の増加とともに、関連する専門
分野の研究者は増加。

○ 「化学」、「機械・船舶・航空」、「農林・獣医・畜産」等の研究者数は、１０年間ほぼ一定。
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特定目的別研究費の推移（大学分）

（金額単位：百万円）
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専門分野別研究者数の推移

出典：科学技術要覧
・研究者数（実数）を専門的知識の別によって区分したもの。
・大学等は研究者のうち本務者のみの値。

大学における専門別研究者数の推移

注． 特定目的別研究費 （大学分）は、大学等が内部で使用した研究費（支出額）のう

ち、科学技術基本計画を踏まえて、ライフサイエンス分野、情報通信分野、環境分野、
物質・材料分野、ナノテクノロジー分野、エネルギー分野、宇宙開発分野、海洋開発分
野に使用した研究費。

「ライフサイエンス分野」、「情報通信分野」、「環境分野」及び「ナノテクノロジー・材料
分野」は、第３期科学技術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において、重点推
進４分野とされていた。

〔人〕



出典：平成25年版 男女共同参画白書

研究分野における男女共同参画

出典：科学技術指標２０１３（平成25年年8月 科学技術・学術政策研究所）

国・地域別論文数、TOP10%補正論文数の推移

○ 全論文数及び高被引用度論文数の国際的なシェアは低下傾向

我が国の論文の状況



大正７年 ○第１次世界大戦を契機とする欧米諸国の科学研究動員計画のような重点研究課題に対応するため、国が研究

者に直接交付し独創的研究を奨励するために「科学研究費奨励金」制度を創設。

昭和７年 ○国内外の激動する情勢の中で、我が国独自の学術振興を図るため、天皇陛下の御下賜金を基金として、財団

法人日本学術振興会を設立。

昭和１３年 ○文部省に設置された科学振興調査会（委員：大臣、内閣府企画院次長、各省政務次官、学会や学術機関代表）

において、科学界の現状の批判検討、制度施策内容と運営等各般の刷新拡充を行い、科学の根本的刷新を図

るための具体的方策を審議。

昭和１４年 ○科学振興調査会の答申に基づき、「科学研究費交付金」制度を新設。

昭和２０～３０年代 ○輸入研究機械の購入補助や学会誌出版の補助、海外学術調査への支援など対象を拡大し、｢科学研究費交付

金｣を含む科学研究費を柔軟に活用した施策を展開。

昭和４０年 ○｢科学研究費交付金｣「科学試験研究費補助金」「研究成果刊行費補助金」を「科学研究費補助金」制度に統合。

昭和４３年 ○資金性格の曖昧さや審査の透明性向上の必要性が指摘されるようになり、明確な基準の下に配分審査を行う

システムが必要となる。

○昭和４２年に設置された学術審議会において、「科学研究費補助金の運用上の改善について」が提言され、現在

の科研費制度の基本となる研究種目、書面審査と合議審査による二段審査方式を導入。

平成７年 ○科研費予算が１，０００億円にまで拡充。

平成８年 ○第１期科学技術基本計画開始。競争的研究資金の概念が導入され、多元的な研究資金などに必要な経費を重

点的に拡充するとされた。

平成１１年 ○科研費の規模の拡大に伴い、日本学術振興会への実施業務の移管を開始。

平成１３年 ○第２期科学技術基本計画開始。「競争的資金の倍増」、「間接経費の導入」等が打ち出される。

○科学研究費補助金において間接経費の導入を開始。

平成１５年 ○総合科学技術会議が打ち出した競争的資金制度の「改革と拡充」の基本方針を受け、日本学術振興会に「学術

システム研究センター」が設置され、学術動向の調査研究や審査・評価体制を継続的に整備。

○公募における「系・分野・分科・細目表」の確立と細目へのキーワード付記により、学問研究の進展、新分野、学

際領域などに対応。

平成２２年 ○科研費予算が２，０００億円にまで拡充。

平成２３年 ○科研費の基金化。

２．科研費制度の展開
科研費制度の主な沿革

飯田益雄著 「科研費ヒストリー」（科学新聞社）に基づき文部科学省作成

科学研究奨励金
（大正7）

科学研究助成補助金
（昭和21）

人文科学助成金
（昭和21）

科学研究費交付金
（昭和14）

科学試験研究費補助金
（昭和21）

学会誌出版補助金
（昭和22）

科
学
研
究
費
補
助
金

（
昭
和
40
）

科
学
研
究
費
助
成
事
業

（
平
成
23
）

昭和27

昭和27

昭和31

1996（平成8） 不採択理由の開示を開始
2001（平成13） 一部種目から間接経費を措置、研究支援者の雇用を実現
2003（平成15） PD・PO制度である学術システム研究センターを設置
2004（平成16） 学振に審査員候補者データベースを構築し、審査員を独自選考

電子申請システムを試行開始
2011（平成23） 「基金化」の導入 －基盤(C)、挑戦的萌芽、若手(B)、基盤(B)、若手(A)
2012（平成24） 複数の科研費による共用設備の購入が可能に
2013（平成25） 補助金に「調整金」枠を設定（前倒し使用、一定要件を満たす場合の次年度使用）

特別推進研究に国庫債務負担行為の導入（複数年の交付決定が可能に）

二段階審査方式ピアレビュー導入
（昭和43）

基金化

近年の科研費の制度改善

科研費制度の変遷と近年の主な制度改革



第１期基本計画

（＋４９５億円）

第２期基本計画

（＋４６１億円）

第３期基本計画

（＋１２０億円）

第４期基本計画

※予算額は、当初予算額を計上。

※平成23年度から一部種目について基金化を導入したことにより、予算額には、翌年度以降に使用する研究費が含まれることとなったため、
予算額が当該年度の助成額を表さなくなった。そのため、当該年度に助成する金額を｢助成額｣として、予算額とは別に表記している。
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億円

年度

間接経費の導入
（H13年度～）

基金化の導入、
採択率の改善
（H23年度）

※助成額

作成：文部科学省

科研費の推移

科研費の予算額・助成額の推移

科研費を実施している研究者数

○ 科研費は、厳選された研究課題を支援している。

74569, 
25%

23038, 
8%

200187, 
67%

過去１５年間（１９９６～２０１０年）の状況

一度は研究代表者になったことがある

研究分担者にはなったが、研究代表者にはならなかった

一度も研究代表者、分担者にならなかった

注： 研究者名簿に登録している１９４５～１９７１年生まれの研究者
２９７，７９４人について集計。

（文部科学省調べ）

２３年度 ２４年度 ２５年度

登録研究者数
（A） 265,045 268,457 270,209

新規採択数
（科学研究費）

（B）

26,870 25,825 26,355

（B／A） 10.1% 9.6% 9.7%

過去３年間の登録研究者と新規採択数の状況



科研費の採択の多い研究者の異動（例）

※１ 過去１５年間（１９９６～2010年）のうち、１９９６年、２００３年、及び２０１０年に採択実績のある研究者を抽出し、１３回以上採択となった者（２５名）を集計。

※２ 1996～2010年のScopusマッチング論文データに基づく集計であり、研究者が受けた研究課題に基づく集計とは一致しない。

研究者 採択回数 所属機関数 異動の類型 1番目 2番目 3番目 ４番目 ５番目

A 14 5

同一機関
で往復

東京 大阪 理研 大阪 理研

B 14 4 東京 東京工業 東京 東京工業

C 13 4 信州 名古屋 信州 名古屋

D 14 3 大阪 大阪市立 大阪

E 13 3 東北 岡山 東北

F 13 3 京都 国立精神・神経セ 京都

G 14 3

国↔国

東京 千葉 信州

H 13 2 千葉 大阪

I 13 2 秋田 京都

J 13 2 東京 奈良先端

K 13 2 鹿児島 高知医科

L 13 2 福井 神戸

M 13 2 名古屋 大阪

N 13 3
国↔公

横浜国立 横浜市立 京都

O 13 2 奈良先端 横浜市立

P 15 2

国↔私

京都 慶応義塾

Q 13 2 北海道 関西学院

R 13 2 熊本 慶應義塾

S 13 2 東京理科 筑波

T 14 1

異動なし

東京

U 14 1 名古屋

V 13 1 北海道

W 13 1 東京

X 13 1 神戸

Y 13 1 大阪

（文部科学省調べ）

年齢別の応募採択状況（新規）
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年齢別採択率（新規）（平成２５年度） 採択率

集計対象：特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究（Ｓ）、基盤研究（Ａ）、基盤研究（Ｂ）、基盤研究（Ｃ）、挑戦的萌芽研究、
若手研究（Ａ）、若手研究（Ｂ）、研究活動スタート支援
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年齢別の応募件数・採択件数（新規）（平成２５年度）

応募件数 採択件数

（件数）

（採択率）

（年齢）

（年齢）



研究種目別・年齢別の新規採択率（平成２５年度）

～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～

若手研究（B） 8.3% 25.0% 30.5% 30.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

若手研究（A） 0.0% 14.0% 21.3% 22.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

挑戦的萌芽研究 100.0% 19.2% 26.5% 29.5% 24.3% 23.5% 27.7% 29.2% 22.1% 25.1% 24.6%
基盤研究（C） 0.0% 33.3% 51.9% 53.7% 30.8% 28.7% 27.4% 25.9% 22.4% 31.9% 39.6%
基盤研究（B） 0.0% 0.0% 24.7% 33.5% 25.8% 23.9% 25.5% 24.1% 21.4% 21.2% 22.8%
基盤研究（A） 0.0% 0.0% 20.0% 28.8% 17.1% 26.4% 22.5% 24.6% 24.8% 21.3% 17.4%
基盤研究（S） 0.0% 0.0% 0.0% 36.4% 12.5% 15.6% 18.7% 9.7% 15.7% 12.9% 0.0%
特別推進研究 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 17.9% 24.0% 14.3% 0.0% 0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%
（採択率）

（文部科学省調べ）

100%

研究種目別・年齢別の採択状況（新規＋継続）

～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳～

若手研究（B） 1 565 5,364 8,053 1,306 0 0 0 0 0 0

若手研究（A） 0 11 289 817 208 0 0 0 0 0 0

挑戦的萌芽研究 1 40 350 878 1,468 1,567 1,688 1,271 833 176 37

基盤研究（C) 0 25 438 1,892 8,045 7,120 5,691 3,874 2,487 646 159
基盤研究（B） 0 0 35 344 1,341 1,692 1,942 1,527 1,074 343 80
基盤研究（A） 0 0 1 31 131 314 527 521 454 123 25
基盤研究（S） 0 0 0 4 12 43 99 125 107 42 3
特別推進研究 0 0 0 0 0 3 14 21 23 10 2
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研究種目別・年齢別の採択件数（新規＋継続）（平成２５年度）

（文部科学省調べ）



生年別・採択回数別の採択者数

※ 過去15年間（1996～2010）の新規採択回数を集計。1945～1971生まれの研究者が対象（74,569名）
※ ある年に複数課題採択されていても、１回とカウント（最大１５回）
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（文部科学省調べ）

生年別・採択回数別の科研費の採択者（構成比）
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※ 過去15年間（1996～2010）の新規採択回数を集計。1945～1971生まれの研究者が対象（74,569名）
※ ある年に複数課題採択されていても、１回とカウント（最大１５回）

（文部科学省調べ）

生年 1945 1946 1947 1948 1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970 1971

一人あた
りの平均
採択回

数

2.72 2.78 2.90 2.79 2.90 2.86 2.85 2.93 2.94 2.90 2.85 2.93 2.90 2.86 2.87 2.79 2.76 2.64 2.63 2.56 2.51 2.34 2.26 2.14 2.03 1.94 1.83
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○ 基盤研究（C）、若手研究（B）、研究活動スタート支援での女性研究者の採択は増加傾向。

<女性の新規採択件数> <新規採択に占める女性の割合>

基盤研究（A） 基盤研究（B） 基盤研究（C）基盤研究（S）

挑戦的萌芽研究 若手研究（B）若手研究（A） 研究活動スタート支援
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女性研究者の科研費採択状況

（文部科学省調べ）
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○ 男性研究者の採択率との比較において、
・女性研究者の基盤研究（Ｂ）の採択率は、５０代前半で高い。
・女性研究者の基盤研究（Ｃ）の採択率は、４０代後半～６０代前半で高い。

<男女別新規採択率>

性別・種目別・年齢別の科研費採択状況（平成２５年度）

（文部科学省調べ）
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<研究種目別・年齢別の新規採択率>



○採択率の上がった研究種目の機関種別比較を見ると、国立大学、私立大学への配分が増加
し、私立大学のシェアが拡大している（伸び率４７％）。

○地方における研究の活性化に寄与している。

機関種別比較

都道府県別比較（伸び率上位10位）

※基盤研究（C）、挑戦的萌芽研究、若手研究（B）の新規採択分の応募・採択状況を集計

都道府県 伸び率 平成25年度 平成22年度

福井県 17.2% 579 494 

山梨県 14.5% 496 433 

和歌山県 12.1% 445 397 

埼玉県 10.2% 1,785 1,620 

高知県 7.4% 511 476 

栃木県 7.3% 706 658 

千葉県 5.6% 1,310 1,240 

京都府 5.6% 3,218 3,047 

東京都 5.6% 15,023 14,232 

大阪府 5.5% 4,687 4,443 

都道府県 伸び率 平成25年度 平成22年度

福井県 78.5% 141 79 

長崎県 67.4% 221 132 

栃木県 64.4% 166 101 

山梨県 60.8% 119 74 

福島県 53.8% 100 65 

沖縄県 50.7% 113 75 

広島県 48.2% 483 326 

神奈川県 47.9% 494 334 

岩手県 46.8% 138 94 

佐賀県 46.7% 88 60 

都道府県 伸び率 平成25年度 平成22年度

福井県 90.4% 280,670 147,420 

長崎県 69.6% 432,510 255,070 

佐賀県 63.2% 172,120 105,440 

山梨県 63.0% 233,870 143,510 

沖縄県 62.1% 209,300 129,090 

栃木県 61.2% 299,000 185,480 

広島県 60.2% 864,370 539,420 

福島県 56.7% 164,320 104,860 

青森県 56.3% 190,450 121,830 

岩手県 54.3% 261,430 169,430 

<応募件数> <採択件数> <配分額（千円）>
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H22年度 H25年度

56.3%

7.0%

21.7%
15.0%

54.4%

6.5%

23.9%

15.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

国立大学 公立大学 私立大学 その他

H22年度 H25年度

※赤字は伸び率

基盤研究C 挑戦的萌芽研究 若手研究B

<種目毎の配分額割合>

採択率の上がった研究種目の変化（平成２２年度と２５年度の配分結果の比較）

（文部科学省調べ）

研究者Ｂ（中央大学）１９４４年生研究者Ａ（筑波大学）１９５４年生

研究者Ｃ（一橋大学）１９４６年生

40歳

58歳

52歳 64歳

55歳 68歳

「特別推進研究」に至る科研費の採択歴（例）（人文社会系）



研究者Ｅ（金沢大学）１９４０年生研究者Ｄ（東北大学）１９４４年生

研究者Ｇ（東京工業大学）１９４６年生研究者Ｆ（早稲田大学）１９４５年生

52歳 65歳 56歳 69歳

52歳 67歳 49歳

66歳

「特別推進研究」に至る科研費の採択歴（例）（理工系）

研究者Ｊ（東北大学）１９４９年生研究者Ｈ（京都大学）１９４２年生

研究者Ｋ（神戸大学）１９５２年生研究者Ｉ（東京大学）１９５２年生

53歳

70歳

46歳

63歳

44歳

60歳

44歳

58歳

「特別推進研究」に至る科研費の採択歴（例）（生物系）



３． 研究費をめぐる国際的動向

米国の研究開発動向と戦略

※科学技術・学術審議会学術分科会学術の基本問題に関する特別委員会（第６回）（平成２６年６月２３日） 有本ＪＳＴ・ＣＲＤＳ副センター長提出資料より抜粋

2003年から2013年の10年の間に当該分野における研究予算が25％減少した結果、
以下の弊害の懸念が指摘。

長期的研究や独創的発想に基づいた研究ができずに新分野を開拓しようとする
気概が低下
権威の高い学術誌への投稿プレッシャーによるモラルの低下
博士課程学生や若手研究者の増加に予算やポストが追いつかない
※博士号取得者が最初のテニュアトラックポストを得る平均年齢は37歳、NIH 研究

資金を取得する平均年齢は42歳
※1980年には36歳以下の研究者の16％はNIH 研究資金の取得者であったが、現

在は3％。

研究機関が間接経費を目的とする競争的研究資金の獲得とそれによる雇用を促
進した結果、不安定な「ソフトマネー」による雇用が拡大

出展： “Rescuing US biomedical research from its systemic flaws” 
Bruce Alberts, Marc W. Kirschner, Shirley Tilghman, and Harold Varmus
Proceedings of the National Academy of Sciences, April 22,2014, vol.111, no.16

米国における生命医学分野研究の状況
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※科学技術・学術審議会学術分科会学術の基本問題に関する特別委員会（第６回）（平成２６年６月２３日） 有本ＪＳＴ・ＣＲＤＳ副センター長提出資料より抜粋

ＥＵの研究開発動向と戦略

中国の研究開発動向と戦略

※科学技術・学術審議会学術分科会学術の基本問題に関する特別委員会（第６回）（平成２６年６月２３日） 有本ＪＳＴ・ＣＲＤＳ副センター長提出資料より抜粋
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韓国の研究開発動向と戦略

※科学技術・学術審議会学術分科会学術の基本問題に関する特別委員会（第６回）（平成２６年６月２３日） 有本ＪＳＴ・ＣＲＤＳ副センター長提出資料より抜粋

グローバル・リサーチ・カウンシル（ＧＲＣ）について

2012年に設立された世界の学術振興機関の長によるフォーラム（日本からは
（独）日本学術振興会及び（独）科学技術振興機構が参加）

各年次会合において以下のような活動をしつつ、さらなる国際共同研究の推進
に向けた議論を展開

2015年5月には東京で70カ国以上からの機関が参加し、「科学におけるブレー

クスルーに向けた研究費支援」「研究教育に関するキャパシティ・ビルディング」
をテーマとする第４回年次会合が開催される予定（主催：日本学術振興会、共
催：南アフリカ国立研究財団NRF、協力機関：科学技術振興機構、南アフリカ科
学技術省DST）

開催年、開催場所、主催機関 参加国、機関数 成果

第１回年次会合 2012年、米国・ワシントンＤ．Ｃ．
アメリカ国立科学財団(NSF)

44カ国、46機関 「科学におけるメリット・レビューの原則に関する
宣言」を採択

第２回年次会合 2013年、ドイツ・ベルリン
ドイツ研究振興協会(DFG)
ブラジル国家科学技術開発会議会
(CNPq)

約50カ国、約70機関 「研究公正の原則に関する宣言」「オープン・アク
セス行動計画」を採択

第３回年次会合 2014年、中国・北京
中国科学院(CAS)
カナダ自然科学工学研究会議(NSERC)
中国国家自然科学基金委員会(NSFC)

約40カ国、約50機関 「人材育成の共通原則及び行動規範に関する宣
言」を採択
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